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原子力機構は、ロシア余剰核兵器から取り出した解体プルトニウム処分に協力して、米露を中心とし

た世界の軍縮・非核化支援に貢献するとともに、製造コストが安価で将来の高速炉燃料製造に有望な候
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トにおける日本政府の国際貢献の動きを支援する形で、原子力機構はロシアの原子力省傘下の研究所と

1999年から2008年までの間、関連する共同研究を実施した。また、2004 年に文部科学省から(株)ペス

コが委託を受けて実施したMOX バイパック燃料集合体の信頼性実証試験（以下、「信頼性実証試験」）

を支援し、2009 年度に信頼性実証試験が終了した後も、現在に至るまで、非核化支援という形で、ロシ

アに対する解体プルトニウム処分協力を実施して来た。 
一方、34トンの解体プルトニウムを処分するという 2000年 9月の米露の二国間協定での取決め（以

下、「2000 年協定」）は、解体プルトニウム処分を高速炉を用いて行うことを盛り込んだ米露共同声明と

して 2007 年 11 月に発表され、2011 年 7 月に改定 2000 年協定として発効された。当時のロシアは、

ペレット燃料製造方法に比べて経済性に優れたバイパック燃料集合体を高速炉で照射する方法を採用す

るとしていた。しかし、その後のバイパック燃料集合体の照射試験の結果、技術的な問題が明らかとな

った後は、ペレット燃料集合体を使用する方針に変更されつつある。 
以上のような背景から、将来的なバイパック燃料製造技術の採用については流動的な要素が多いこと

から、1999年当時から現在に至るまで、解体プルトニウム処分協力として原子力機構が実施してきた共

同研究の成果及び信頼性実証試験の試験結果を、成果報告書として取り纏めることとした。 
なお、上記の信頼性実証試験は、文部科学省からの受託として(株)ペスコが実施したものであるが、

原子力機構は技術情報の提供、技術支援、報告書レビュー等として参画しており、本処分協力の全体を

纏めた資料を残すべきとの考えから、事業の推進・支援を図る立場にある原子力機構として、本報告書

を作成した。 

原子力科学研究所（駐在）：〒319-1195 茨城県那珂郡東海村白方白根 2-4 
*(株)ペスコ 
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JAEA has worked for the contribution to the world disarmament and nonproliferation through 
the United States and Russia cooperation on the excess weapon plutonium disposition from Russia 
as well as to acquire the basic data of the post irradiation test with the BN-600 and the vibro-packed 
MOX fuel fabrication technologies that are candidates of the feature fast breeder reactor 
technologies due to economical advantage. To support the initiative of Japan government after the 
Moscow nuclear security summit in April 1996, JAEA has started the joint research activities with 
some of the Russian national laboratories under the MINATOM in 1999. Since then, JAEA has been 
involved into the demonstration experiment for the vibro-packed fuel irradiation with the BN-600 
that was managed by the PESCO corp. under the contract with MEXT. 

On the other hand, in November 2007, the United States and Russia signed a joint statement 
which presents the use of both existing and planned Russia fast reactors for this disposition 
program and the amendment to the Plutonium Management and Disposition Agreement (PMDA) 
that mentioned each disposition of at least 34 metric tons of surplus weapons-grade plutonium. At 
that time, the vibro-packed MOX fuels were scheduled to be used for this program comparing to the 
pellet ones due to the economical reason. However, after the technical difficulties are recognized as a 
result from the post irradiation experiments, it is inferred that the vibro-packed approach has been 
replacing by the pellet one. 
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Under these circumstances, the joint researches with Russian national laboratories and the 
demonstration studies on vibro-packed MOX fuel assemblies as nonproliferation support activities 
from 1999 to 2011 are summarized in this document. Although the demonstration experiment for 
the vibro-packed experiment was performed by the PESCO corp., JAEA was involved as technical 
advisor and reviewer. Therefore, as a promoting and supporting organization for the Russian 
plutonium disposition program we would like to put all the results and achievements together into 
this report in JAEA. 

 
Keywords: Russian Plutonium Disposition Program, Vibro-packed MOX Fuel Technology, BN-600, 

RIAR, Plutonium Management and Disposition Agreement (PMDA), etc 
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1. はじめに 
1991年のソ連崩壊後に始まった米露解体核プルトニウム処分は、米露間の余剰核分裂性物質の管理

と削減に関する政治的・技術的交渉の動きに左右されて来た。2000 年 9月に米露間で両国が 34 トン

のプルトニウム処分を行うことで合意された「余剰核兵器解体プルトニウム処分協定」（2000 年協定）

には、明記されていないものの、露側の解体プルトニウム処分に必要な費用は米国をはじめとする国

際的な支援により調達するとした米露間の政治的合意があった。この合意は、我が国も含めた G7 各

国からの国際的支援額が伸び悩む中で、米露の解体プルトニウム処分を遅らせる要因となった。 
一方、ロシアの原子炉科学研究所(RIAR)で開発されていた振動充填（バイパック）燃料製造技術は、

当時、サイクル機構が実施していた高速炉の実用化戦略調査研究における候補技術の一つであり、ペ

レット技術に比べて安価に製造できる可能性を持ったバイパック技術は大きな魅力があった。原子力

機構は、1999 年に、バイパック技術を用いて MOX 顆粒燃料を製造し、ロシアの高速炉 BN-600 を

利用して燃焼処分を行う方法について、ロシアの原子力省(MINATOM)傘下の幾つかの国立研究所と

共同研究を開始した。 
2007 年 11 月に米露共同声明により、米国からの 400M$を上限とする支援額を条件に、その他の

費用はロシア国内で負担することで、露側の解体プルトニウム処分は、軽水炉(VVER-1000)を用いた

処分でなく、高速炉を用いた処分へ方針転換することとなった。これには、原子力機構が国際協力と

して進めてきたロシア固有のバイパック燃料技術を用いたBN-600による処分が順調に進んでいる実

績が貢献したこと、また、米国でも、米側の処分事業としてのサバンナリバーのMOX 工場建設の予

算認可を控え、双務性の観点から、ロシア処分を推進しなければならず、米国エネルギー省国家安全

保障庁(DOE/NNSA)が、長年、兵器級プルトニウムを生産するとして反対してきた高速炉オプション

に同意せざるを得なかったことが大きく影響した。 
2009 年頃は、バイパック燃料を用いた高速炉オプションで進むと思われていたロシアが、2004 年

～2009 年までに実施した「MOXバイパック燃料集合体の信頼性試験」において、予想外の燃料ピン

の破損及び技術的課題が明らかになること呼応するかのように、2012 年現時点では、バイパック燃料

の代わりにペレット燃料を用いて高速炉オプション用のMOX 燃料を製造する方法が支持されている

との状況になっている。 
原子力機構の前身である核燃料サイクル開発機構の時から始まった「解体核プルトニウム処分」事

業は、事前の調査活動を経て、1999 年の共同研究の開始から、原子力機構が設立されて第 2 期中期

計画に移行した 2011 年迄の 12年間に渡り、非核化支援事業として実施して来ており、これまでの成

果は、バイパック燃料製造技術の知見として、次世代原子力システム技術開発に反映されるとともに、

2007年の米露共同声明によるロシアの高速炉オプションを採用するとした発表によって、長年の原子

力機構の努力が報われたこととなり、平成 21 年度の外部評価においては、他の案件と併せて S 評価

を受けることが出来た。 
本報告書では、今までの共同研究と信頼性実証試験の成果を取り纏めるとともに、非核化支援とし

ての解体核プルトニウム処分協力について総括する。 
 

1.1 時代背景 
米露両大国の戦略核兵器は、東西冷戦の終結を受けて、1994年12月の戦略核兵器削減条約（START

－1）発効以降解体が進められ、冷戦期の半数（約 6000 発）程度に削減されている。この結果、核弾
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頭として用いられていた、質量数 235 のウラン(U235)を高純度に含む高濃縮ウランと質量数 239 の

プルトニウム(Pu239)を高純度に含む兵器級プルトニウムが大量に発生し、これらの核物質が充分に

管理されず拡散してしまうのではないかという懸念が生じていた。  
解体核のうち、高濃縮ウランの処分は天然ウランと混ぜて希釈することによって、軽水炉用燃料と

することが可能で、ウラン燃料を軽水炉で燃やすことは多くの国で行われていることであり、政治的

な問題となる要素はあまり見当たらない。一方、プルトニウムの処分は、特に軽水炉の運転により生

じた原子炉級プルトニウムについては、ウランとプルトニウムの混合酸化物（MOX）燃料として軽水

炉で燃やすこと（プルサーマル）が欧州で行われている。 
我が国においても「ふげん」、「常陽」の燃料として、原子力機構の研究開発を中心に 20 年以上

の燃焼経験があり、電力においてもプルサーマルの導入を進めていた。しかし、米国ではカーター政

権以来、プルトニウムの商業利用を禁止しており、MOX 燃料の軽水炉での使用や高速増殖炉の積極

的な開発は進められていない。また、ロシアにおいても高速増殖炉の開発は進められているものの、

主にウラン燃料を利用しており、原子炉級及び兵器級プルトニウムのMOX 燃料の軽水炉での利用は

行われていない。さらに、米国は当初は兵器級プルトニウムをセラミックスで固め、地層処分（固定

化処分）することを考えていたこと、ロシアは産業の活性化のために兵器級プルトニウムを高速炉で

の燃焼を主としたエネルギー源として考えていること等、両国の兵器級プルトニウム処分に対する考

え方は異なり、政治的な問題を含んだ複雑な課題となっていた。 
核兵器解体によって生じた兵器級プルトニウム（解体プルトニウム）の処分については、発生当事

国、即ち米国及びロシアが自らの責任で処分するのが基本である。米国の場合は、政府が処分作業に

かかる費用を全て賄う方針である。一方、ロシアの場合は資金的な裏付けがなく、解体プルトニウム

処分に要する費用に関しては、国際的な資金援助が不可欠であるとしていた。また、原子力の技術に

関しても種々の技術基盤、インフラが不十分でロシアだけでは処分を行えない恐れがあった。さらに、

米露の解体プルトニウム処分に際しては、両国がほぼ同様のペースで進めるという原則（双務性）か

ら、一方のみが処分を進めるということは実際にはできなくなっていた。従って、ロシアの解体プル

トニウム処分を国際協力で資金援助して進めないと、米国の解体プルトニウム処分も進まず、結果と

して解体された兵器級プルトニウムの核拡散リスクはいつまでも減少せず、核軍縮も進まなくなるこ

とになっていた。 
これらのことから、ロシアの解体プルトニウム処分への国際協力は、世界の核軍縮、核不拡散上の

重要事項として認識されていて、日本としても積極的な処分への貢献を行うこととしていた。この協

力の技術的な支援を行うため、高速炉でのプルトニウム燃焼の実績、知見を有する原子力機構が、ロ

シアの解体プルトニウム処分に関する協力を進めることとなった。 
 
1.2 米露間の処分協議 

米国と旧ソ連は、1991 年 7 月に第一次戦略兵器削減条約（START I ：2001 年までに冷戦期の半

数（約 6000 発）程度に核弾頭を削減）に調印した。START I は、1994 年 12 月に発効し、2001 年

12 月に米露両国は、それぞれの戦略核弾頭数を 6000 発以下まで削減し、START I に基づく義務を履

行したことを宣言した。さらに、2002 年 5月の米露首脳会談では、2012 年までに米露の戦略核弾頭

を各々1700-2200 発まで削減する条約（通称モスクワ条約）への署名を行った。 
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を各々1700-2200 発まで削減する条約（通称モスクワ条約）への署名を行った。 
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解体プルトニウム処分に関しては、1994 年から 1996 年の間、米露共同研究として、種々の処分オ

プションについて研究を行ってきた。その後、1998 年に米国とロシアは解体プルトニウム処分に関す

る科学技術協力協定を結び、軽水炉と高速炉に焦点を絞ったシナリオやコストの検討が進められてい

る。さらに、1998 年 9 月のクリントン－エリツィン両大統領の共同声明により協定締結に向け検討

を開始する旨の宣言があり、2000 年 9 月、米露 2 カ国間協定が調印された。これによると、双方 34
トンを下回らない兵器級プルトニウムを処分すること（第 2条）、米露の既存炉で燃焼すること（第

3 条）、遅くとも 2007 年末までに処分施設を運開し、最低年間 2 トンのペースで処分すること、で

きるだけ早い時期に年間 4トンペースで処分すること（第 4条）等が決定された。 
これまでに米国の国立研究所とロシアの研究所間では、解体プルトニウムの転換、ロシアの加圧水

型軽水炉VVER1000、高速炉BN600 での燃焼処分等の研究が進められている。また、処分能力を上

げるための方法の検討として、カナダが提唱しているカナダの重水炉CANDU による燃焼（CANDU
オプション）への資金援助、さらにはモジュラー型ガス炉の開発への協力にも参画している。 

2002年 12 月には、米国は米露会合において、米国内に建設予定のMOX 燃料製造施設（COGEMA
のデザインをベース）のコピープラントをロシア国内に建設し、これによって製造したMOX ペレッ

ト燃料を国内のVVER1000 に供給し、燃焼処分を行うといったプログラム（Build to Print）を提案

し、当時のロシア原子力省（MINATOM）は大枠合意した。なお、BN600 についてはロシアでは利

用を決めているが、引き続き実際の処分への導入法について検討が進められていた。 
米露間では、協力に関する賠償責任免除（協力した施設などで原子力事故が生じた場合、協力した

国にその責任を問わない）をどの範囲まで適用するかの議論が続き、約 2年半、西側諸国の技術がロ

シアに流入する協力（例えばMOX ペレット燃料製造施設の設計詳細化等）に関しては実際の検討が

滞ってしまっていた。2006 年ごろになって漸く処分技術についての議論が再開され、この中で、ロシ

ア側は、膨大な経費が掛かり、解体プルトニウムの有効利用ができない軽水炉オプション（MOX ペ

レット燃料を VVER1000 で燃焼処分する方法）に難色を示し、高速炉オプション（BN600,BN800
を中心とする処分）、ガス炉オプション等が米露間で検討され始めた。 
米国自体の解体プルトニウム処分については、1996年10月のパリ専門家会合で既存炉によるMOX

燃焼を主に実施し、高レベル廃棄物を含んだガラスに封入して地層処分する固定化をも併用する方針

が採用され、両者を実施するとした二重路線がその後政府決定された。2000 年の米露協定では、解体

プルトニウム処分量はMOX 燃焼で 25.6 トンを、固定化で 8.4 トンとされている。 
しかし、2001 年ブッシュ政権の対露支援政策の見直しが米国の国家安全保障局（NSC : National 

Security Council）により行われ、解体プルトニウム処分の緊急性は認めるものの、コスト削減を要

求するレビュー結果が出された。これを受け、米国エネルギー省（DOE : Department of Energy）
は、2002 年 1 月に従来の二重路線から MOX 燃焼オプションへ一本化する計画を公表した。米国内

の解体プルトニウム処分については、1999年3月、DOEがDuke Power、COGEMA、Stone&Webster
からなるコンソーシアム（DCS）と契約し、MOX 燃料製造施設の設計・建設、許認可、原子炉での

照射といった一連の業務を受託し、2007 年の燃焼処分開始を目標に米国内のPWR での燃焼オプショ

ンの推進を行っていた。 
MFFF（MOX 燃料製造施設）については、DCS（2006.2、Shaw Areva MOX Services LLC に移

行）の建設許可申請に対し、NRC による建設承認が 2005年 3月に得られ、これを受けて 2005年 10
月からサバンナリバーサイトでの整地作業（10ヶ月の予定）が開始された。本格的な建設は、ロシア
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解体プルトニウム処分との双務性から、ロシア側の計画が進まないと、米国の処分は開始できない状

態が続いていたが 2007年 8 月、DOE/NNSA から着工開始が伝えられた。（検討の初期（2001 年ご

ろ）SRSの設計・建設に必要なコストは、1B$程度、総額 3.8B$と見積もられていた。本格着工開始

の時点の評価コストは、設計・建設のために 4.8B$、運転費を含めた総額は 10B$を越え、本格操業

開始は 2017 年以降といわれている。） 
原子炉でMOX 燃料を燃焼する場合、許認可上必要とされる実際の解体プルトニウムを用いた実規

模先行照射燃料集合体(Lead Test Assembly : LTA)の照射試験については 2003 年 4月COGEMA が

LTA 製造について DCS に応札し、MELOX で製造が進められ、2005 年 6 月からカトーバ炉で照射

を開始している。 
一方、ロシアは、解体プルトニウムについては従来から高速炉 BN600 をはじめとする自国の高速

炉での燃焼利用を行うこととしており、また加圧水型軽水炉VVER での検討も同時に進めていた。 
2002年 1月、日本が提唱するBN600 バイパックオプションに肯定的であったMINATOM（当時）

のイワノフ第一次官（サイクル機構と共同研究を行っていたRIAR の前所長）が退任し、ボチバール

記念国立無機材料研究所（ARIIM）ソローニン所長が就任し、今後の動向が注目されるなか、2002
年 12 月には 2000 年の米露協定で規定されている 34 トンの解体プルトニウムについては、軽水炉を

主体としてペレット燃料で行うことを優先することを米国と大枠合意した。 
2006 年 7 月 13 日付の 米露共同声明 は、解体プルトニウム処分に BN600 のハイブリッド炉心

（MOX を 23%入れた炉心）による先行処分（上記の軽水炉・高速炉による 34 トン全体処分が資金

不足で進展しないため、BN600による処分を先行する）の検討を開始するもので、コスト及びスケジ

ュールを 2006 年 12 月 25 日までにまとめることとしていた。両国が BN600 の利用について公開の

場で言及するのは初めてのことであった。 
 
1.3 他国の処分協力 

フランスは、ドイツとともに冷戦後早い時期からロシアと二カ国間協定（仏露協定:1992 年 11 月締

結）を結び、解体プルトニウムの金属から酸化物への転換施設、MOX 燃料製造施設（ペレット燃料、

軽水炉・高速炉共用）、軽水炉・高速炉の改造、MOX 燃料（VVER 用デモ照射試験）に関する研究

を行ってきた。これはフランスのMOX ペレット燃料製造会社であるCOGEMA の技術導入、ドイツ

のSIEMENS 社所有のMOX ペレット燃料製造施設の活用を前提とした協力であり、解体プルトニウ

ムの処分には地層処分や貯蔵よりもMOX 燃料として燃焼するオプションの方が核不拡散の観点から

望ましいことをこれまで主張してきていた。1996年 10 月から仏独露三カ国間協定の締結に向けた交

渉を開始し、1998 年 6 月には三カ国間協定を締結し、コスト評価を含めた検討を行った。2002 年 6
月には三カ国協定が期限をむかえたが、ドイツ脱退のため協定延長はされなかった。しかし、フラン

スは従来どおりロシア解体プルトニウム処分協力を継続している。米露間で大枠合意されたBuild to 
Print シナリオは、COGEMA が技術開発をしたMELOX プラントをベースとした燃料製造施設のコ

ピープラントをロシアへ建設するものであり、今後米露協力へのフランスの参画が注目されている。 
一方、ドイツにおいては、当初ロシアとの二カ国間協定（独露協定:1992年 12 月締結）、さらにフ

ランスとともに仏独露協定（1998 年 6 月締結）によりその協力を進めてきたが、ドイツのシュレー

ダー政権はMOX 利用を支持しない方針（解体プルトニウムではなく生物・化学兵器分野への協力を

表明）であり、2002 年 6 月の三カ国協定期限切れに伴いロシア解体プルトニウム処分への技術的な
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協力から脱退した。また、SIEMENS はこれまでドイツのハナウにあるペレット燃料製造施設をロシ

ア国内へ移設する検討を行ってきたが、施設維持に多額の費用がかかる等から施設を既に解体してお

り、施設の活用は断念された。 
イギリスは、特に支持を表明している処分オプションはないが、ロシアの解体プルトニウム処分へ

資金拠出することを表明している。また、イタリアは、処分オプションに関してフランスの主張を支

持する傾向にあり、ロシアの解体プルトニウム処分へ資金拠出することを表明している。カナダは、

自国の重水炉 CANDU による燃焼処分オプションを提案している。1994 年より米国エネルギー省

（DOE）の出資による研究を開始し、同時期にカナダ政府出資によるロシアとの共同研究も開始され

た。このオプションは、1996 年のモスクワ原子力安全サミットで同意を得て小規模の照射試験と実現

可能性評価をすることが承認された。この小規模の照射試験は、Parallex Test と称され米国がスポン

サーとなり、ロシア及び米国国内で数百グラムの解体プルトニウムを用いて製造されたMOX 燃料ピ

ンをカナダに輸送してCANDU で照射するもの。米国からの輸送は 2000 年 1月に、ロシアからの輸

送は 2000年 9 月に完了し、2001 年 2月から照射を開始している。2-3年間照射された後、照射され

た燃料ピンは照射後試験に供され、3-4 年後に最終アセスメントが公表される予定となった。 
その他の国々として、スイス、南アフリカは、ロシアで製造したMOX の使用に興味を示している

様子。但し、両者ともG8 の会議にはオブザーバー参加するには至っていない。スエーデンは、2002
年から G8 の検討会合にオブザーバーとして参加しているが、ロシアから MOX 燃料を輸入、リース

する予定はなく、ロシアのMOX 利用のため余ったロシアのウラン燃料を輸入することで国際貢献を

考えているようである。 
1996 年 4 月のモスクワ原子力安全サミットにおいて、戦略核弾頭の解体に伴い発生、蓄積する兵

器級プルトニウムの核拡散の懸念が提起され、解体プルトニウムの安全な管理、核兵器へ再転用され

ないための恒久的処理処分の重要性が指摘された。また、一義的には発生国が責任を負うべきものの、

同時に、他国及び国際機関による協力を歓迎する旨の表明があり、関係国・専門家の情報共有、処理

処分オプションと国際協力の可能性を検討するための国際専門家会合の開催が提唱（パリ専門家会合）

された。 
1996年10月のパリ専門家会合において、処理処分の不可逆性（再び核兵器に再転用されないこと）、

透明性、効率性を重視することが言われ、まず中間貯蔵が必要、処分はMOX 燃料による燃焼の処分

オプション（既存炉を利用）を主に行い、高レベル廃棄物のガラス固化体と共に地層処分するという

（固定化）オプションも併用するという選択がなされた。これらのオプションを表 1.1 に示す。仏独

露三カ国プロジェクト、CANDU オプション等への各国の参加を歓迎し、米国はプルトニウム利用を

行わないという立場から原子炉での燃焼処分には消極的で、日本は、原子炉での燃焼を主とした技術

ポテンシャルを紹介した。 
2000年７月の沖縄サミットにおいては、解体プルトニウム処分の重要性を再確認し、G8間の協力

がプロジェクトの進展に重要な役割を果たしていることを指摘した。また、ジェノバサミットに向け

て、詳細なプロジェクト計画に基づいた国際的な資金調達計画の構築と協力関係調整のための多数国

間の枠組みの構築を目指し、広範な国際的支持を得るために他の関心国への呼びかけ、公的資金及び

民間資金拠出の可能性を検討することとした。 
2001年７月のジェノバサミットにおいては、防衛目的のためには必要となくなった兵器級プルトニ

ウムが決して核兵器に再利用されないことを確保することは、引き続き極めて重要であることとし、

JAEA-Review 2012-044

- 4 -

JAEA-Review 2012-044

- 5 -



JAEA-Review 2012-044 

- 6 - 

ロシアの処分計画に実質的に貢献する意図を有する全ての支援国に対し、国際的な資金計画を完結す

ることと、処分計画実施のための多数国間の枠組みに関する交渉の開始に参加するよう呼びかけた。

2002年 6月のカナナスキスサミットでは、G8首脳声明において、「大量破壊兵器及び物質の拡散に

対する G8 グローバルパートナーシップ」の実施に関する合意（総額 200 億米ドル）と、2 億米ドル

を拠出することの表明（その内、1 億米ドル余りを解体プルトニウム処分のために G8 が新設する国

際機関へ拠出）がなされた。2003 年 6 月のエビアンサミットにおいては、首脳会談で、特にロシア

解体プルトニウム処分について特定した報道はなされていないが、グローバルパートナーシップに関

する G8 行動計画の高級事務レベルの年次報告でロシア解体プルトニウム処分計画の進展が示されて

いる。 
2006年 7月のサンクトペテルブルクサミットにおいて、G8 グローバルパートナーシップに関する

レポートが合意された。この中で、解体プルトニウム処分遂行の意志が再確認されると共に懸案事項

の一つである賠償責任問題の解決に向けて米露の共通の理解が示されている。 
関係諸国のロシア解体プルトニウム処分協力の現状をまとめると図 1.1 のようになる。解体プルト

ニウムの発生量は、戦略兵器削減条約の進展から現在処分対象とされている 34 トンを超えることは

自明であるが、これまでの取組みでは 2000 年米露協定で示された 34 トンを 2020 年頃までに処分す

ることをターゲットとしている。 
 処分シナリオについては、関係諸国の技術協力に基づき米露コスト評価の場を通じて、処分シナリ

オの絞込みが行われているが、各シナリオは必ずしも最適化がなされておらず、根拠が不明確な部分

も多いため、これだけでは最も合理的なシナリオを選定することは困難である。 
 ロシアは、2002年末、米国の解体プルトニウム処分用の燃料製造施設（MFFF）のコピープラント

（Build to Print プラント）の採用について米国と大枠合意を行い、軽水炉での処分を受け入れた。

一方では、ロシアは高速炉による解体プルトニウム処分は既定路線としており、これを使った処分を

検討している。また、多数基のVVER1000 でのMOX 燃焼には難色を示している。 
 今後、G8 による処分シナリオの調整へと移行していくものと考えられるが、これは簡易的なコス

ト評価だけでなく、ロシアの解体プルトニウム処分に対する意向等も含んだ複雑な調整となることが

予想される。 
 資金調達計画については、さらに調整が難航することが予想される。現状ではどのシナリオが採用

されても、これまでの各国の資金拠出額では半分にもとどかない状況にあり、各国の拠出増額の他、

これまで幾度となくG8 の場で議論されているように、ロシアによる運転費の負担等、G8間での調整

が問題となってくる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

表 1.1 パリ専門家会合で紹介されたオプション 
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2. 解体プルトニウム処分協力 
2.1  経緯と全体計画 

1996 年 4 月のモスクワ原子力安全サミットを受けて、解体プルトニウム処分の方法やその費用に
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めを行い、解体プルトニウム処分協力の具体化へ向けて検討を行うよう要請があり、米国、フランス、

ドイツ、ロシア、カナダの専門家との意見交換が開始された。さらに、ロシア国内の原子力関連施設

の技術基盤の状況を調査した結果、運転実績が良好であるロシアのベロヤルスクにあるベロヤルスク

原子力発電所の高速炉（BN600）とロシアのデミトロフグラードにある原子力科学研究所（RIAR）

のバイパック燃料製造施設の増強との組み合わせによる解体プルトニウム処分（BN600バイパック燃

料オプション）は、年間の処分量は小さいものの、処分技術に対する信頼性は充分にあり、且つコス

ト及び処分が開始できる時期が早いこと等、他のオプションより優れていると判断した。本オプショ

ンは、1999 年に日本より G8 へ提案され、2002 年 9 月の G8 会合の場から、ロシアのバラコボにあ

る加圧水型軽水炉（VVER1000）4 基と組み合せた修正シナリオとして、コスト評価を含めた提案が

行われた。 

図 1.1 解体プルトニウム処分協力 
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2003 年 1 月、小泉首相（当時）訪ロの際、両首脳間で合意した日露行動計画に、これまでの解体

プルトニウム処分の実績が「ロシア高速炉を用いた処分方法に関する研究開発が着実に進展し、先行

的処分が実施された」と言及され、今後の行動として「処分方法の決定に向けて両国は積極的に協力

する」と記述された。また、同訪ロの際、小泉首相のクルチャトフ研究所での記念講演において、小

泉首相が日露共同研究で行われている三体先行用試験集合体の照射試験の成果に言及し、2002 年 6
月のカナナスキスサミットで拠出表明した「大量破壊兵器及び物質の拡散に対する G8 グローバルパ

ートナーシップ」への 2 億米ドル（内、1 億米ドルを解体プルトニウム処分のために G8 が新設する

国際機関へ）が日露間の研究（BN600 バイパック燃料オプション）の発展に寄与することを期待する

旨述べられた。 
バイパック燃料は、既に原子力機構とロシアの研究所間の共同研究（解体プルトニウムを用いた 3

体のバイパック燃料集合体の照射試験）により、原子炉で燃焼しても安全面から問題ないことが確認

されたが、バイパック燃料を BN600 の通常の炉心燃料として使うにあたり、ロシアはロシア国内の

安全審査の許認可を与える上で照射の実績（21体のデモンストレーション処分）を蓄積することが必

要であるとして、2004年 8 月から共同研究を開始した。 
サイクル機構（当時）は、これまでに蓄積してきたMOX を中心とする原子力平和利用技術を基に

BN600バイパック燃料オプションに協力することとした。これによって、ロシアの解体プルトニウム

を処分するということになり、国際平和に貢献すると共に、バイパック燃料製造技術や高速炉BN600
の炉心・燃料設計等に関する共同研究を通して、知見やデータの獲得を図り、高速増殖炉サイクルの

実用化戦略調査研究等、原子力機構の研究開発に最大限活用していくことを目標に、このプロジェク

トに参画することとなった。 
バイパック燃料オプションのうち、原子力機構は BN600 の部分 MOX 炉心化に向けて米露とその

作業を分担していた。BN600 のMOX 炉心化は、図 2.1 に示すよう段階的に実施することとした。 
 

(1) 準備段階（フェーズ 0：1999 年～2005 年） 
このフェーズでは、BN600 の部分MOX 化の準備として、BN600 でのMOX 燃料使用許可をロシ

ア政府から得るためのデータを取得する目的で、BN600 にMOX燃料を装荷した状態を模擬した臨界

実験及びその解析を行った。また、バイパック燃料が BN600 の中で安全に燃焼することを明らかに

するため、3 体の MOX バイパック燃料集合体を試作し、実際に BN600 で燃焼させ、照射後試験に

より燃料の健全性を確認した。さらに、BN600の炉心を全てMOX 燃料とする（フルMOX 化）本格

的処分段階の準備として、フルMOX 化のためにコストがどの程度かかるかという調査を行い、その

実現の可能性を評価した。これには、日露共同研究項目として、BFS-2 による臨界実験（1999 年 6
月～2003 年 3 月）、三体先行用試験集合体の製造・照射試験（1999 年 5 月～2005 年 3 月）、及び

フルMOX炉心化に係るコスト評価（2001 年 9月～2002年 9 月）を行うこととした。 
 

(2) BN600部分MOX 化（フェーズ 1：2001 年～） 
このフェーズは、本格的処分に先駆けて、当時 BN600 に装荷されていた径方向ブランケットをス

テンレス鋼反射体に置換え、プルトニウムの増殖を抑制し、炉心の約 20％を解体プルトニウムから製

造されたMOX バイパック燃料（ハイブリッド炉心）として、年間約 0.3トンのプルトニウム（約 50
体の燃料集合体）を処分し、この技術に対する信頼性・安全性を実証するものであった。 
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BN600のハイブリッド炉心化を達成するためには、ハイブリッド炉心化に伴うBN600炉心改造設

計及び燃料設計や安全解析を実施するとともに、年間約 50 体の燃料集合体を供給するために既存の

燃料製造施設（RIAR）の製造能力を上げる必要があり、RIAR 燃料製造施設の整備を行った。また、

ブランケット燃料とステンレス鋼反射体との取替え作業、新燃料の取扱い施設の整備、使用済みMOX
燃料貯蔵施設の整備、MPC&A（核物質防護、保障措置等）、2010 年に設計寿命を迎えるBN600の

寿命延長（15 年間）等々を実施することとなった。 
 当時のウラン炉心からハイブリッド炉心への移行開始時期は、2010 年頃と予想されていた。ここで

は、日露共同研究項目として、BN600 ハイブリッド炉心・燃料設計（2001 年 9 月～2003 年 3月）、

BN600ハイブリッド炉心安全解析（2001 年 8月～2004 年 9月）、及びRIAR 燃料製造施設整備（2001
年 7月～2008 年 3月）を予定した。 

 
(3) BN600フルMOX 化（フェーズ 2：～2025年） 

このフェーズでは、BN600 炉心を全てMOX 燃料とし、年間約 1.3 トンの解体プルトニウム処分を

本格的に実施するものであった。この段階では、BN600 へMOX 燃料を供給するための新たな燃料製

造施設（年間、約 250 体の燃料集合体）、BN600 プラントの改造等が必要となる。 
原子力機構は、フェーズ 0,1 で研究開発要素が強い課題である 6 項目についてロシアの研究機関と

共同研究協定を結び、その協力を進めて来た。BN600 ハイブリッド炉心・フルMOX 炉心の特徴を図

2.2 に示す。BN600ハイブリッド炉心化の実施項目とスケジュールを表 2.1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1 バイパックオプションの実施ステップ 
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当時、ロシアとの共同研究契約交渉の難航、ロシアの法規制改正等により機微情報の輸出に関する

問題（契約に基づく報告書に対する輸出許可の発行）が発生したが、概ね順調に作業は進展すること

となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 2.1 BN600 ハイブリッド炉心化の実施項目と想定スケジュール 

図 2.2 BN-600 のハイブリッド炉心・フルMOX 炉心の特徴 
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2.2 共同研究 
解体プルトニウムをバイパック法によって MOX 燃料とし、ロシアの高速炉 BN600 で燃焼処分す

る処分オプションについて、原子力機構は 1999 年からロシアの複数の研究機関と共同研究を実施し

てきた。これらの共同研究を通じて、国際社会最大の懸案事項のひとつであるロシア解体プルトニウ

ム処分に対し、原子力機構がこれまで蓄積してきた原子力平和利用技術を活用して協力し、核軍縮・

核不拡散に貢献することを目的とした。具体的には、バイパックオプションについて、ロシアの関係

機関と協力して解体プルトニウム処分協力を共同研究として実施することである。我が国の解体プル

トニウム処分に対する貢献策の柱として、米国との協力の下に、安全の確保、透明性の確保を前提と

して進めるものとした。この共同研究及び作業経験等を通して、ロシアのバイパック燃料製造技術に

係る知見の獲得を図るとともに、BN600 炉心・燃料設計等のBN600 の実機での経験を蓄積し、原子

力機構が進める研究開発業務に最大限活用していくこととしていた。本研究は、これら国際貢献と技

術開発という二面性の目的を併せ持つものであり、内外の情勢・技術動向を十分に把握して進めた。 
本研究は、核軍縮の結果生ずる解体プルトニウムを処分して、核兵器へ再転用できない形にするこ

とにより、より一層の核軍縮を進展させる重要な国際共同プロジェクトであり、国際社会の平和維持

に不可欠であることから、我が国の国際社会への貢献として実施する意義が高いものであった。 
一方、原子力機構の研究開発業務の進展にとっても、バイパック燃料製造技術は将来の燃料サイク

ルコストを低減するという課題を解決する候補の一つであり、ロシアの研究機関との共同研究を通し

てロシアに現存する核燃料施設を用いた方が、日本国内で新たに研究施設を造って研究開発を実施す

る場合より安価に実施でき、研究開発も効率的に推進することができると考えた。 
冷戦後の国際社会において、新たな核拡散の種となり得るロシアの解体プルトニウムの安全かつ迅

速な処分は喫緊の課題であった。また、米露を中心とした国際的な検討の進展に合わせてタイムリー

に実施する必要があり、処分技術の実証、外交交渉等はその実施に時間がかかるため、早急な対応が

必要であった。また、燃料に関する研究開発は照射試験による燃料の挙動や特性の確認というステッ

プが必要とされ、通常長期間を要することから、有望な燃料技術に関しては早期に着手する事も必要

であった。 
ロシア余剰核兵器解体プルトニウム処分協力に対する原子力機構の社内実施体制を図 2.3 に示す。

社内の実施体制は、担当理事のもと、本部、核燃料サイクル工学研究所、大洗研究開発センター、敦

賀本部の関係課室と連携しつつ、関係省庁の指導・指示を適時受けながら進めた。また、民間メーカ

ー等の関連各所と適時連絡会を開催し、対露協力に関する情報交換を行って進めた。 
 
2.2.1 BFS-2 臨界実験 
(1) 目標  

臨界実験により、ロシア許認可に必要なデータを取得し、ハイブリッド炉心の核特性についてロシ

ア許認可を支援すること、及び高速炉を模擬する大型臨界実験施設によって取得する系統的な実験デ

ータ及びその解析結果より、基盤技術への反映を図ることを目標とした。  
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(2) 計画 

物理エネルギー研究所(IPPE)の臨界実験施設(BFS-2)を用いて、BN600へのMOX 燃料の装荷に伴

う核特性の変化を模擬するために一連の臨界実験体系（表 2.2 参照）を構築し、ナトリウムボイド反

応度などBN600 炉心の設計上重要な核特性（表 2.3 参照）を測定する。 
ロシア側ではロシアの核特性解析システムによる実験解析を行い、得られる解析精度及び実験誤差

等の情報を反映して BN600 ハイブリッド炉心の核設計精度評価を行う。 臨界実験データについて、

ロシアのシステムとは全く独立なサイクル機構（当時）の核特性解析システム（表 2.4 参照）による

実験解析及び BN600 ハイブリッド炉心の核設計精度評価を行い、ロシアの評価結果の妥当性をチェ

ックする。 サイクル機構（当時）のBFS臨界実験解析結果については、ZPPR 等の既存の技術情報

との整合性を調べた上で、我が国の高速炉核設計データベースを拡充する等として進めた。 
 
(3) 目標の達成度 

ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進を目的に、現行 BN600 炉心に MOX 燃料を

装荷する場合に生じる核特性上の変化を系統的に模擬した臨界実験体系を構築し、良好な精度の実験

データを取得した。両機関の臨界実験解析により、ロシアの許認可に使用される核特性解析システム

の精度が妥当とみなせることを、全く独立なサイクル機構（当時）の解析システムによって確認した。

さらに、BN600 ハイブリッド炉心の核設計精度評価を行い、BFS 実験解析結果を反映することによ

り、解析精度の向上が実現することを確認した。  
また、高速炉サイクルシステム研究開発へ貢献する為に、BFSと他の臨界実験装置の整合性を確認

した。BFS実験解析情報の一部を最新の統合炉定数作成に使用し、高速炉サイクル実用化戦略調査研

究に反映するとともに、炉心関係の基盤技術開発に使用する核設計データベースを拡充した。  
 

(4) 成果  
BN600炉心の模擬性に優れた臨界実験体系における実験を完了するとともに、核設計精度評価に有

用な測定データを取得し、表 2.2 に示すすべての実験体系における測定を完了した。各体系の構成・

組成及び測定値を記載した実験報告書を 2003 年 9 月までに順次入手し、詳細解析を行うために必要

な情報が記載されていることを確認するとともに、いずれのパラメータも良好な精度で測定されたこ

とを確認した。  
臨界実験解析を両機関で独立に実施し、良好な一致を確認した上で成果を公表した。上記実験デー

タに対する解析を IPPE 及びサイクル機構（当時）の解析システムを用いて実施し、以下に示す見解

を共同論文にまとめ、国際炉物理専門家会議PHYSOR2002（2002 年 10 月）で報告した。  
BFS 臨界実験体系のBN600 炉心模擬性は概ね良好であり、現行炉心からハイブリッド炉心への移

行によって、臨界性・制御棒価値・燃料領域の核分裂反応率分布・ナトリウムボイド反応度価値等の

解析精度に問題となるような影響は生じず、実験誤差及び核断面積誤差の範囲内で良好な解析精度が

得られる。（臨界性に関する実験解析結果を図 2.4 に示す） 
BN600 ハイブリッド炉心を模擬した臨界実験体系におけるナトリウムボイド反応度価値はゼロボ

イド炉心特有の小さな絶対値（10￠オーダー）を示したが、約 3￠以下の誤差で解析できる。（図 2.5
にナトリウムボイド反応度価値解析結果を示す）  
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BN600ハイブリッド炉心の核設計精度評価を両機関で独立に実施し、成果を公表。上記BFS 実験

解析結果とともに、両機関が従来蓄積してきた他の高速炉臨界実験解析結果を反映して BN600 ハイ

ブリッド炉心の核設計精度評価を行い、以下に示す見解を共同論文にまとめ、国際炉物理専門家会合

PHYSOR2004(2004 年 4 月）で報告した。 炉定数調整法（図 2.6 に使用データと評価手法の概念図

を示す）の適用により、核設計精度を基本炉定数適用時（実験情報を反映しない場合）に比べて大幅

に改善できることが分かった。（図 2.7 に両機関による BN600 ハイブリッド炉心の予測精度評価結

果を示す）上記改善効果は、絶対値の小さい Na ボイド反応度の評価に特に重要である。BFS-62 体

系の情報は、核設計精度の改善に有意に寄与した。  
統合炉定数ADJ2000R の作成にBFS臨界実験情報を活用する為に、BFSは、サイクル機構（当時）

が従来の評価に使用してきた ZPPR、FCA、MASURCA 及び常陽等の炉心とは燃料構造や測定方法

が異なるが、本共同研究で得た実験解析データにより、BFSと既存の臨界実験データ間の整合性が良

好であることを確認した。この知見に基づき、BFS-62-1 及び BFS-62-2 体系の実験解析成果の一部

を最新の統合炉定数ADJ2000R作成に使用し、高速炉サイクル実用化戦略調査研究に反映した。 
サイクル機構（当時）の高速炉核設計データベースの拡充。BFS と既存の臨界実験データ間の整合

性が良好であるので、これらのデータを基盤技術開発に総合的に活用していけるように高速炉核設計

データベースに取り込んだ。  
BFS 臨界実験施設の有用性確認として、本共同研究を通じて、BFS-2が商用炉サイズの高速炉体系

を適切に模擬できること、豊富な実験の実績を有すること、高精度の測定技術を維持していること、

多様かつ豊富な量の実験用核物質を所有すること等を確認したことにより、実用化 FBR 炉心の核特

性評価精度向上に資する臨界実験を将来実施し得る有用な施設であることを確認できた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 2.3 社内実施体制及びロシア研究機関 
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共同研究を通じてのロシア研究者との良好な協力関係が構築出来、年 1,2 回の会議で、お互いの詳

細解析結果の比較・議論を行い、レポートだけでは正確に理解することが困難な詳細情報を入手する

ことができた。IPPE 研究者 3 名がサイクル機構（当時）で研究し、それぞれ成果を公表した。サイ

クル機構（当時）の研究者が BFS 実験に参加した。国際会議で共同論文を公表した。

（PHYSOR2002,2004 で各 2件） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 2.2 BFS 臨界実験体系の構成と目的 

表 2.3 臨界実験における測定データ 
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表 2.4 両機関の核特性解析システムの比較 

図 2.4 臨界性に関する実験解析結果 
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図 2.5 燃料領域毎のナトリウムボイド反応度価値解析結果の比較 

図 2.6 臨界実験解析結果に基づくBN-600 ハイブリッド炉心の精度評価フロー 
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2.2.2 三体先行用試験集合体の製造・照射試験 
(1) 目標  

実際の解体プルによるバイパック燃料の製造、照射・照射後試験によりバイパック燃料技術の実証

を行い、ロシアの許認可を支援する。バイパック燃料製造技術、照射・照射後試験情報、燃料挙動評

価を高速炉サイクルの実用化戦略調査研究（以下FS）に反映する。三体デモ照射試験の流れを図 2.8
に示す。 

 
(2) 計画（1999.5-2005.3）  
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(3) 目標の達成度 
ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進として、約 20kg の解体プルトニウムを有し

た燃料集合体3体をBN600で所定の燃焼度まで照射し、解体プルトニウムを燃焼処分するとともに、

燃料健全性を確認するための照射後試験を完了した。燃料集合体 3 体の製造技術・設計技術情報、

BN600での照射期間を通じての照射情報、並びに照射後試験結果を報告書として入手した。  
高速炉サイクルシステム研究開発への寄与として、BN600での照射完了は、研究開発の面からバイ

パック燃料の基本的な技術実証が行えたことが大きな成果である。また、原子力機構におけるバイパ

ック燃料挙動評価手法の整備に反映した。  
 
(4) 成果  

解体プルトニウムを用いた MOX バイパック燃料集合体 3 体の製造として、約 20kg の解体プルト

ニウムをバイパックオプションで使用する予定のRIAR が開発した電解析出でMOX 顆粒とし、バイ

パック法により被覆管内に充填して燃料ピンを製作、BN600 で照射する MOX 燃料集合体 3 体（１

集合体あたり 127 本ピンで構成）を製造した(1999 年)。燃料仕様、燃料顆粒特性等の燃料製造情報に

ついては、表 2.5 に示すものを報告書にまとめた(1999～2002 年)。  
BN600での照射の完了と解体プル処分の実施。製造した 3体のMOX 燃料集合体を 2000 年 5月か

らBN600 にて照射し、2002 年 3月に照射を完了した。照射後のロシア側計算評価値（正確な値は別

途実施の照射後試験で評価した）では、燃料ピンの照射中の最高線出力が約 400W/cm、被覆管内表

面最高温度が約 685℃で燃焼度約 11at.%まで燃焼できたものと評価され、この結果から、国際協力と

して初めて解体プルを処分(約 20kg)できたことを確認した。原子炉運転履歴、燃料出力履歴等の照射

情報については、燃料挙動評価を行う上で必要と思われる項目を検討し、表 2.5 に示すものを報告書

にまとめた(2000～2002 年)。  
照射後試験計画の策定として、照射中の燃料の健全性確認のために 2003 年 2 月頃よりRIAR にて

開始する集合体１体の照射後試験に関し、燃料の挙動把握に必要な情報を取得できるよう、RIAR、

サイクル機構（当時）の従来経験から必要と思われる項目を検討し、表 2.5 に示すものを試験項目と

し、測定手法を詳細に規定した試験計画を策定した(2001 年)。  
照射後試験の実施として、照射中の燃料の健全性確認のため、策定した試験計画に基づき、燃料集

合体 1体について集合体検査、集合体解体、燃料ピン非破壊検査、及び燃料ピン破壊検査を実施した。

（2003～2004 年）  
照射挙動解析評価手法の研究開発方針の策定として、サイクル機構（当時）においては独自に燃料

挙動評価手法を整備する計画を立てた。バイパック燃料では、照射中に燃料顆粒間で焼結が起き、焼

結領域(従来のペレット燃料と同様の組織)と未焼結領域（製造時の顆粒状の組織）とが生じる。顆粒

充填体固有の特性に影響されると考えられる未焼結領域については、サイクル機構（当時）において

炉外試験により、評価モデルを構築、焼結領域については既存のペレット燃料用評価モデルを流用す

ればよいと考えられる。そこで、上記考えに基づき研究開発方針を検討、表 2.6 に示す形で評価手法

を整備することとした。（2002年）  
照射挙動解析評価手法構築のための炉外試験の実施として、策定した研究開発方針に基づき、表 2.6

中の圧縮応力－歪特性評価のための炉外試験を実施し、図 2.9 に示すように、バイパック燃料内の機

械的相互作用評価手法構築に必要な顆粒充填体の圧縮特性に関する知見を得た(2002 年)。また、顆粒
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照射後試験の実施として、照射中の燃料の健全性確認のため、策定した試験計画に基づき、燃料集

合体 1体について集合体検査、集合体解体、燃料ピン非破壊検査、及び燃料ピン破壊検査を実施した。

（2003～2004 年）  
照射挙動解析評価手法の研究開発方針の策定として、サイクル機構（当時）においては独自に燃料
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ればよいと考えられる。そこで、上記考えに基づき研究開発方針を検討、表 2.6 に示す形で評価手法
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中の圧縮応力－歪特性評価のための炉外試験を実施し、図 2.9 に示すように、バイパック燃料内の機

械的相互作用評価手法構築に必要な顆粒充填体の圧縮特性に関する知見を得た(2002 年)。また、顆粒

JAEA-Review 2012-044 

- 19 - 

域の伝熱特性評価、焼結条件評価のための試験を実施し、バイパック燃料内の温度分布評価手法構築

に必要な知見を得た（2002～2005 年）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2.8 三体デモ照射試験の流れ 

表 2.5 照射、照射後試験の取得情報概要 
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表 2.6 バイパック燃料照射挙動評価手法整備の検討項目 

 
図 2.9 UO2 顆粒充填体（3 サイズ混合、不定形顆粒）の圧縮特性評価結果 

（初期充填率約 70～75%TD 程度） 
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2.2.3フルMOX 炉心化に係るコスト評価（2001年 9 月～2002 年 9月） 
(1) 目標  

BN600 をフルMOX 化するための課題摘出、BN600 炉心改造の検討およびMOX 燃料製造施設の

コスト評価から本オプションの成立性を確認すること、及びバイパック燃料を利用する課題、経済性

評価の情報を取得し、国内評価を加え国内でのバイパック燃料利用の基礎的なデータベースを整備す

ることとした。  
 
(2) 計画（2001.9-2002.9）  

ロシアとの共同研究でBN600 フルMOX 化の技術的な実現性見通し（BN600炉心変更、フルMOX
化に伴う炉物理・安全解析に係る検討）、スケジュール、概略コスト(バイパック燃料製造施設、新燃

料貯蔵・取り扱い施設等)の検討を行った。（表 2.7 共同研究での検討項目参照）  
国内 R&D においては、高速炉、MOX 燃料製造技術を踏まえて、共研結果の妥当性評価を行い、

コスト評価について他オプションとの比較検討を行った。（表 2.7 国内R&Dでの検討項目参照）  
 
(3) 目標の達成度 

ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進として、BN600 フルMOX 炉心の課題摘出及

びバイパック燃料の経済的優位性を明らかにすることで、本オプションの成立性を確認できた。さら

に、日本政府(外務省)がG8 で提案するバイパックオプションの重要な根拠を提供することができた。 
 
(4) 成果  

フル MOX 炉心の炉心構成の明確化、年間約 1.3 トン処分の技術的可能性の確認として、事故時の

ナトリウムボイド反応度を負とするため、燃料集合体上部に約 22cm のナトリウムプレナムを設ける

とともに、集合体の燃料領域を約 17cm 短くし、径方向には逆に集合体を現行濃縮ウラン炉心より 60
体(ハイブリッド炉心からは 35 体)追加した扁平な炉心とする。（図 2.10 にフル MOX 炉心概念図を

示す）。また、燃料重量の低下により燃料浮き上がり防止の観点から一次冷却ポンプの吐出圧を 10％
程度低減する必要がある。これはインペラ切削、モータ回転数の変更によって調整可能であることが

分った。  
バイパック燃料の製造施設（1.3 トン/年）の建設費試算と、経済的優位性の確認として、酸化物へ

の転換工程が簡略化でき、燃料製造工程も簡素なバイパック燃料の特長を反映し、バイパック燃料製

造施設の建設費の試算額は約 180 百万ドルとなった。米・露が 2001 年に公表したぺレット燃料＊製

造施設(2.8 トン/年)建設コスト（約 600 百万ドル）に比較するとはるかに安価である。燃料製造施設

運転費を含むバイパック燃料オプションの解体プル処分費は、25 千ドル/kg で、ペレット燃料 42 千

ドル/kg に比較して安価であることが分かった（表 2.8 にペレット燃料とのコスト比較を示す）。  
基本的な燃料供給ラインの施設概念の構築として、ロシア共研と同様の仕様で図 2.11に示すような

具体的な製造ラインのイメージ、製造施設の建物、内部レイアウト等、基本的な施設イメージが得ら

れた。  
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施設概念に基づく物量・コスト評価によるロシア共研の妥当性確認として、施設概念に基づく日本

の価格でのコスト評価結果が約 300 億円となった。米露・仏独露でのコスト評価で用いられている建

屋の建築費、日露間の人件費、材料費等の比較から、ロシアでの施設の建設コストは、日本価格の約

40％程度になる。このため、共研で示された建設費は、ロシア価格としては、ほぼ妥当なものと確認

できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 2.10 BN600 フルMOX 炉心 

 
表 2.7 フルMOX コスト評価の検討項目と範囲 
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表 2.8 ペレット燃料とのコスト比較 

図 2.11 燃料製造建屋概念図 
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2.2.4 BN600ハイブリッド炉心・燃料設計（2001年 9月～2003 年 3月） 
(1) 目標  

BN600ハイブリッド炉心の炉心・燃料設計を行って、ロシアの許認可を支援すること、及びバイパ

ック燃料を用いた炉心の設計に関する知見を基盤研究に反映することとした。 
 
(2)計画（2001.9-2003.3）  

ロシア側はBN600炉心のハイブリッド化のための炉心設計、燃料集合体設計、燃料ピン設計の各々

について、設計指針の策定および設計解析を実施した。炉心特性、燃料集合体および燃料ピンの構造

健全性の観点から設計解析結果を評価し、設計内容を確認した。(表 2.9ロシア設計参照) 
バイパック燃料集合体を装荷した炉心の暫定解析用体系、ロシアから入手した体系を対象に、我が

国の解析手法を用いて主要炉特性の解析を実施し、ロシアが実施する一連の設計の妥当性を確認した。

（表 2.9国内解析参照)  
バイパック燃料集合体を用いた炉心における核設計誤差の考え方、燃料集合体の設計および材料選

定の考え方、燃料ピンの設計評価式、設計条件および材料選定の考え方を入手し、バイパック燃料を

用いた炉心の炉心・燃料設計に反映を図った。（表 2.9 研究開発への反映参照）  
 
(3)目標の達成度 

ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進として、設計図書を入手し、設計内容を確認

した。この内容は、実機の運転経験や実機を用いた燃料・材料照射試験等の経験に基づく炉心・燃料

仕様によるものである。入手したデータを基に我が国の手法を用いた設計解析を行い、ロシア設計の

妥当性を確認した。 
高速炉サイクルシステム研究開発への寄与として、ロシアから入手したバイパック燃料のスミア密

度およびプルトニウム濃度の不均一度の設定方法については、当時、原子力機構で実施していたバイ

パック燃料を用いた炉心・燃料設計研究に適用した。 
 
(4)成果  

ロシア炉心・燃料設計の内容確認として、ロシア側の設計解析作業を終了し、設計報告書を入手し

た。各設計において設計指針とロシア規則の遵守の下、炉心熱設計などが成立（流量配分の成立、集

合体浮上り防止の確認）すること、設計基準事象における炉心安全性が確保されること、炉心燃料集

合体および燃料ピンの構造健全性が確保されることを確認した。  
サイクル機構（当時）の解析による核設計成立性の検討として、我が国の手法を用いた解析により、

ハイブリッド化のための炉心配置、安全性の観点から特に留意されるナトリウムボイド反応度等の特

性が把握でき、解体プル処分量の評価を含め、BN600 ハイブリッド炉心の核設計成立性の検討を行っ

た。解析から得られた炉心の核的な特性を表 2.10 に示す。  
ハイブリッド炉心構成情報の入手として、図 2.12 に入手したハイブリッド炉心構成図を示す。バイ

パック MOX 燃料集合体は 91 体で、径方向ブランケットの削除に伴う出力低下を補うため、炉心燃

料集合体総数は 369 体から 394 体と約 7％増加していることがわかった。  
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2.2.4 BN600ハイブリッド炉心・燃料設計（2001年 9月～2003 年 3月） 
(1) 目標  

BN600ハイブリッド炉心の炉心・燃料設計を行って、ロシアの許認可を支援すること、及びバイパ

ック燃料を用いた炉心の設計に関する知見を基盤研究に反映することとした。 
 
(2)計画（2001.9-2003.3）  
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定の考え方、燃料ピンの設計評価式、設計条件および材料選定の考え方を入手し、バイパック燃料を
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高速炉サイクルシステム研究開発への寄与として、ロシアから入手したバイパック燃料のスミア密

度およびプルトニウム濃度の不均一度の設定方法については、当時、原子力機構で実施していたバイ

パック燃料を用いた炉心・燃料設計研究に適用した。 
 
(4)成果  

ロシア炉心・燃料設計の内容確認として、ロシア側の設計解析作業を終了し、設計報告書を入手し

た。各設計において設計指針とロシア規則の遵守の下、炉心熱設計などが成立（流量配分の成立、集

合体浮上り防止の確認）すること、設計基準事象における炉心安全性が確保されること、炉心燃料集

合体および燃料ピンの構造健全性が確保されることを確認した。  
サイクル機構（当時）の解析による核設計成立性の検討として、我が国の手法を用いた解析により、

ハイブリッド化のための炉心配置、安全性の観点から特に留意されるナトリウムボイド反応度等の特

性が把握でき、解体プル処分量の評価を含め、BN600 ハイブリッド炉心の核設計成立性の検討を行っ

た。解析から得られた炉心の核的な特性を表 2.10 に示す。  
ハイブリッド炉心構成情報の入手として、図 2.12 に入手したハイブリッド炉心構成図を示す。バイ

パック MOX 燃料集合体は 91 体で、径方向ブランケットの削除に伴う出力低下を補うため、炉心燃

料集合体総数は 369 体から 394 体と約 7％増加していることがわかった。  
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バイパック燃料の設計条件・設計評価式等の情報入手として、集合体内の温度分布の平坦化を図る

ため、集合体内の 127 本ピンのうち最外周 36本には楕円形の、その内側 91本には円形のワイヤスペ

ーサを設けた。（現行BN600 炉心にも採用）バイパック燃料の熱伝導度、熱膨張率、FP ガス放出率、

被覆管材質の熱膨張率、スエリング、照射クリープ等の物性データを入手した。ピン設計条件として、

バイパック燃料の燃料カラムに沿ったスミア密度およびプルトニウム濃度の不均一度を±5％に設定

することが必要であることが分かった。バイパック燃料集合体および燃料ピンの材料選定は、ロシア

の高速炉 BOR60 および BN600 を用いたバイパック MOX 燃料集合体照射試験の結果に基づき行わ

れている。  
ロシア設計の妥当性評価として、ロシアから入手した設計条件や設計評価式等の情報に基づき、炉

心解析、設計基準事象における炉心安全性解析、燃料集合体の応力・歪みおよび強度・照射変形解析、

燃料ピンの熱・照射特性解析を国内で実施した。その結果、ロシア設計が妥当であることを確認した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.12 BN600 ハイブリッド炉心構成 
 

JAEA-Review 2012-044

- 24 -

JAEA-Review 2012-044

- 25 -



JAEA-Review 2012-044 

- 26 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 表 2.9 炉心・燃料設計の研究項目と範囲 

 
表 2.10 我が国の手法を用いた解析による核特性 
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2.2.5 BN600 ハイブリッド炉心安全解析（2001 年 8月～2004年 9 月） 
(1) 目標  

ハイブリッド炉心化した BN600 プラントの安全解析を行って、ロシアの許認可を支援すること、

BN600の安全確保のための国際的コンセンサス確立の支援を行うこと、及びバイパック燃料の安全解

析に関する知見を基盤研究に反映することとした。 
  

(2) 計画（2001.8-2004.9）  
ハイブリッド炉心化した BN600 プラントについて、炉心設計結果を基に、ロシアが実施する異常

な過渡時、事故時、設計基準外事故時の安全解析を米国と分担してチェック解析を行うことにより妥

当性を確認した（表 2.11①参照）。 サイクル機構（当時）は炉心損傷事故について日本側解析コー

ドによる独自の詳細解析によりこの分野では経験の少ないロシアの評価結果の妥当性を確認した。日

米露(及び欧からオブザーバー出席)安全性専門家会議を開催してロシア側評価結果をレビューし、

BN600プラント安全確保のための国際的コンセンサスを得る。バイパック燃料に関するロシアの安全

性、安全解析モデル、許認可・安全解析の考え方等の有用な知見を取得しデータベースを拡充するこ

ととした。（表 2.11②参照）。  
 
(3) 目標の達成度 

ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進について、日本側の経験や安全評価結果に基

づく指摘事項を踏まえてロシア側は安全解析結果の見直しを実施した。これは BN600 プラント安全

確保のための国際的コンセンサスを得る上での布石となる。また、炉心損傷事象については、BN600
プラントの炉心・原子炉容器構造設計詳細データを入手し、日本側で独自評価を行って、その結果を

ロシア側に示し、解析の留意点を指摘した。ロシア側は、これらを反映した評価を行った。  
高速炉サイクルシステム研究開発への寄与について、バイパック燃料の安全性の知見、基本物性デ

ータ等を入手し、解析モデルの改良に反映するとともに、基盤技術開発のためのデータベース拡充に

反映した。 
 
(4) 成果  

異常な過渡変化事象 9件（表 2.11①の、1.1-1.9)、設計基準事象 2件(同 2.1, 2.2)、設計基準外事象

4 件(同 3.1-3.4)の全ての解析を終了。また、確率論的安全評価も終了。日本側のチェック解析及びこ

れまでの原型炉・実証炉及び海外炉の安全解析知見に基づいて、安全解析上の問題点を指摘し、ロシ

ア側はこれに対応した。ロシア側から示された結果は、いずれもロシアの安全規則を満たすものであ

る。日本側の独自解析として炉心損傷事故(CDA) 過程の解析を実施。炉心流量減少型スクラム失敗事

故(ULOF) の初期段階から事故後損傷炉心冷却までの炉心損傷事故(CDA)過程の解析を日本側解析

コードにより実施した。BN600プラントの炉心特性及び原子炉容器構造（図2.13)の特徴を踏まえて、

熱・機械的な事故影響を原子炉容器内に保持、格納できるシナリオ（図 2.13)を構築する上で重要な

設計上のキーポイントを明確にした。 
ロシア側からの基盤技術に資する情報入手（表 2.11②)については、安全解析用バイパック燃料に

関する安全性の知見を入手し、日本側安全解析コード SAS4A のバイパック燃料モデルの改良に反映

した。安全解析用バイパック燃料のクリープ特性等の基本物性データ、FP ガス放出率データのペレ
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ット燃料との比較、及びバイパック燃料の過出力時燃料/被覆管機械相互作用の解析例を基盤技術開発

のためのデータベース拡充に充てた。ロシア側安全解析モデル、及び安全解析事象のロシア許認可上

の位置づけと判断基準に関する情報を入手した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.13 BN600 プラントの原子炉構造及び炉心損傷事象推移の概要と評価手法 
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 表 2.11① 安全解析項目と基盤技術開発のためのデータベース拡充項目 
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2.2.6 RIAR 燃料製造施設整備（2001 年 7月～2008 年 3月）  
(1) 目標  

ハイブリッド炉心にバイパック燃料を供給するため年間 50 体の BN600 ハイブリッド炉心用燃料

集合体製造ができる設備をRIAR に整備すること、入手設計情報について国内R&D の基礎的な試験

の知見によりロシアの燃料製造設計のチェックを行うこと、及びバイパック燃料製造技術に係る設

計・改造情報、国内R&D試験による燃料製造性、健全性の情報等をFSに反映することとした。  
 
(2) 計画（2001.7-2008.3）  

年間 50体（金属プルトニウム 0.3トン相当）のBN600のMOX バイパック燃料を製造できる施設

を 2008 年 3 月までに完成させ、MOX 燃料を１体試作することにより機能確認を行うこととした。

施設としてMOX 顆粒製造ライン、ピン製造ラインを新設し、既設集合体組立ラインを整備する。ま

た施設安全に関する情報（閉じ込め性）を入手し妥当性確認を行った。（表 2.12①参照)  
製造技術研究に資するものとしてRIAR の施設改造の報告書より、燃料顆粒製造、燃料ピン製造等

に関わる機器設計情報、バイパック燃料の製造情報、廃棄物処理の情報等を評価した。（表 2.12②RIAR
整備検討項目参照)  
原子力機構においてUO2を用いた塩素化溶解試験、電解析出試験及び電解析出顆粒を用いた振動充

填試験等を行い製造技術に関する情報を取得した。また燃料健全性の評価のための基礎データとして

輸送時の振動で密度分布が変化しないかを確認するため輸送時安定性試験を行った。（表 2.12②国内

R&D 検討項目参照)  
 
(3) 目標の達成度 

ロシア許認可への支援・バイパックオプションの推進として、当初は 2004 年 12 月末までに施設の

完成を目指していたが、改造作業の遅れにより、施設の完成は 2008 年 3 月以降となった。機器の設

 表 2.11② 安全解析項目と基盤技術開発のためのデータベース拡充項目（続き） 
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(3) 目標の達成度 
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計、購入、製造、設置及び調整を実施し、一部の設備では試運転を開始した。また、施設安全に関す

るチェック作業としてロシアの規制を調査し、現設計の適合性について確認した。  
高速炉サイクルシステム研究開発への寄与について、2001 年度までに取得された UO2ベースでの

国内実施 R&D によりバイパック燃料の顆粒製造、充填条件の明確化等による製造見通しを得たこと

及びそのバイパック燃料の輸送時に顆粒移動等がなく安定していることを明確にでき、FSの 2003 年

度の中間及び 2005年度の最終評価に資するデータが蓄積できた。 
 
(4) 成果  

RIAR施設内における新規製造ライン設置作業の進捗について、当初は 2004年 12 月末までに施設

の完成を目指していたが、改造作業の遅れにより、施設の完成は 2008年 3 月以降となった。2004 年

度は機器の購入、製造、設置及び調整を実施した。また、一部の設備では試運転を継続した。上記作

業を通じて、機器のレイアウト、設計、製造結果及び試運転に関する情報を取得するとともに、これ

らの情報の日本への適用性を検討した。（新規製造ラインの設置場所を（図 2.14 に示す）） 
安全性に関わるロシア国内法規の調査について、放射線安全に関する法律を調査し従事者の照射量

制限は日本と同等であることがわかった。また管理区域の汚染許容レベルも大きな差異はないことが

明らかになった。閉じ込めに関する考え方で多重障壁による閉じ込めを行う日本と考え方の相違があ

ることが明らかになった。 
施設の安全設計に関する情報入手、法令遵守の確認について、サイクル機構（当時）より安全の専

門家を派遣し、RIAR 側と議論し安全に関わる設計情報を一部入手し、施設の設計がロシアの法令を

遵守した設計であることを確認した。なお、運用面では原子力機構施設は汚染をさせないことを目標

に厳しい管理をしているが、ロシアでは法律の汚染限度で範囲を運用している。 
国内 R&D による顆粒製造の塩素ガスの反応効率（塩素ガス使用低減の為）の向上のため、塩素ガ

ス使用量の低減のために、吹き込み管の工夫により 4倍程度効率向上ができることを確認した。  
均一・高密度のバイパック燃料製造条件の明確化（UO2ベースでのデータの取得）のために、電解

析出顆粒（UO2）の均一・高密度充填ピン製造のための振動条件、顆粒装荷方法の検討により平均密

度 80%以上で偏差±5%の充填ピンの製造可能性が明確になった。 
バイパック燃料の輸送時安定性の確認（UO2ベースでのデータの取得）として、バイパック燃料の

輸送中に顆粒の移動等による密度変化がないことにつき輸送時を模擬した加振を与える試験で確認し

た。  
燃料ピン中の金属ウランゲッター分布の均一性の確認として、UO2顆粒と金属ウランゲッター粒子

を用いてバイパック燃料ピンを製造し、破壊試験により金属ウランゲッターの軸方向分布の評価を実

施した。  
廃棄物処理システムの基礎データ取得として、電解析出でのルツボ廃棄物減容のため燃焼処理をす

る場合のアメリシウム等のフィルターへの移行率を取得した。 
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図 2.14 RIAR 燃料製造ラインの配置 

表 2.12① RIAR の施設安全に関する検討項目 

表 2.12② RIAR 施設整備における取得情報概要 
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2.3 MOXバイパック燃料集合体の信頼性検討 
三体先行用試験集合体(3LTA)の照射試験により、BN-600 での解体 Pu 処分に MOX バイパック燃料

を適用できることを確認した。しかし、BN-600 に MOX バイパック燃料集合体を装荷し、炉心燃料の

約 1/4 をMOX 燃料とするハイブリッド MOX 炉心、更に全炉心を MOX 燃料とするフルMOX 炉心に

おいて本格的に解体 Pu を燃焼・処分する段階に移行するための許認可を得るには、更なる照射の実績

（約 30体）が必要とされた。このため、3LTA に続くMOX バイパック燃料集合体信頼性実証試験を日

露共同で実施することになった。 
MOX バイパック燃料集合体信頼性実証試験は、バイパック燃料技術の基礎的研究段階から実証段階

に移った段階の事業としての位置付けになるため、研究開発を設立使命とした原子力機構が直接行う体

制ではなく、文部科学省の委託事業として、核燃料サイクル技術開発経験及び対ロシア協力事業の実績

を有する株式会社ペスコ（以下、ペスコ）が文部科学省から受託し、原子力機構及び国内関係メーカー

の協力を得て実施する体制とした。 
この文部科学省の委託事業は、「高速炉燃料集合体信頼性実証等事業」とし、現行のペレット燃料製造

法に比べて、経済性に優れているバイパック燃料製造法によって製造したMOX 燃料集合体の製造過程、

照射中、照射後等の各種データを取得することにより、高速炉への適用性を確認し、当該燃料の健全性

及び信頼性の実証に資することを目的とした。 
本事業の実施に際して、ペスコと原子力機構及び RIAR の三者間で「MOX バイパック燃料集合体の

製造･照射に関する研究開発」の共同研究契約を平成 2004年 8月に締結した。また、ロシアで実施した

試験の機微情報を含む技術報告書を日本に提供するためには日本政府の平和利用保証が必要とされ、本

事業に係る情報の取り扱いに関する日露政府間の口上書が 2005年 1 月に取り交わされた。 
本委託事業においては、2004 年度から 2008 年度までの 5年計画でBN-600を用いてMOX バイパッ

ク燃料集合体の照射健全性・信頼性を実証する計画とし、契約時点ですでに照射中であったMOX バイ

パック燃料集合体 6体及び新規に製造・照射する 15 体を合わせて 21 体のMOX バイパック燃料集合体

の製造・照射及び照射後試験を行い、2004 年までに照射済みの 3LTA を含む 9 体の MOX バイパック

燃料集合体と合わせて合計 30 体の照射実績により、MOX バイパック燃料集合体の健全性及び信頼性の

評価・実証を行うこととした。 
 
2.3.1 MOX バイパック燃料集合体の製造・照射・照射後試験の実施体制・スケジュール 
原子力機構とRIARの共同研究で実施された3LTAに引き続いて行われたMOXバイパック燃料集合

体の信頼性実証試験は、文部科学省の委託事業として株式会社ペスコが受託し、RIAR との共同研究で

2004 年～2009 年に実施された。本事業の実施内容と実施体制及びスケジュールは、以下のとおりであ

る。 
 

(1) 実施内容 
本事業は、高速炉の燃料集合体としてMOX バイパック燃料集合体を使用する場合の照射健全性、

信頼性を評価・実証するための事業として計画され、以下のMOX 燃料集合体の製造・照射・照射後

試験・解析評価等を実施した。MOX バイパック燃料集合体の製造～照射～照射後試験の流れを図 2.15
に示す。 
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1) MOX バイパック燃料集合体（15体）の製造 

RIAR の燃料製造施設において、高速炉BN-600 の炉心燃料集合体と同様の仕様のMOX バイパ

ック燃料集合体を 3つのグループ（バッチ）に分けて 15 体製造した。 
 

2) MOX バイパック燃料集合体の高速炉（BN-600）での照射試験 
RIAR で製造した MOX バイパック燃料集合体をベロヤルスク原子力発電所（以下、BNPP）に

輸送し、同発電所の高速炉BN-600 で照射した。照射期間は 3サイクル（約 1.5 年）又は 4サイク

ル（約 2年）である。 
 

3) 照射済MOX バイパック燃料集合体（3体）の照射後試験 
BN-600 炉心で照射した上記の MOX バイパック燃料集合体のうち、1 体の照射済燃料集合体を

RIAR の照射後試験施設に輸送し、照射後試験（非破壊試験、破壊試験）を行った。また、本事業

開始時期前に製造・照射した下記 4)の 6 体のMOX バイパック燃料集合体のうち、2体の照射済燃

料集合体について照射後試験を行った。 
 

4) 既製造・照射済MOX バイパック燃料集合体（6体）の試験データの入手 
本事業開始前に製造・照射した 6体のMOX バイパック燃料集合体の製造データ、照射データを

RIARから入手し、上記1)で製造した15体と合わせて21体のMOXバイパック燃料集合体の製造・

照射データ及び 3体の照射後試験データを取得した。 
 

5) MOX バイパック燃料集合体の炉心燃焼解析及び照射挙動解析 
RIAR から入手した製造・照射及び照射後試験データを基に、BN-600 炉心における MOX バイ

パック燃料集合体の燃焼解析を行うと共に、MOX バイパック燃料の照射挙動解析を行い、照射後

試験結果との比較評価を行った。 
 

JAEA-Review 2012-044

- 34 -

JAEA-Review 2012-044

- 35 -



JAEA-Review 2012-044 

- 34 - 

 
1) MOX バイパック燃料集合体（15体）の製造 

RIAR の燃料製造施設において、高速炉BN-600 の炉心燃料集合体と同様の仕様のMOX バイパ

ック燃料集合体を 3つのグループ（バッチ）に分けて 15 体製造した。 
 

2) MOX バイパック燃料集合体の高速炉（BN-600）での照射試験 
RIAR で製造した MOX バイパック燃料集合体をベロヤルスク原子力発電所（以下、BNPP）に

輸送し、同発電所の高速炉BN-600 で照射した。照射期間は 3サイクル（約 1.5 年）又は 4サイク

ル（約 2年）である。 
 

3) 照射済MOX バイパック燃料集合体（3体）の照射後試験 
BN-600 炉心で照射した上記の MOX バイパック燃料集合体のうち、1 体の照射済燃料集合体を

RIAR の照射後試験施設に輸送し、照射後試験（非破壊試験、破壊試験）を行った。また、本事業

開始時期前に製造・照射した下記 4)の 6 体のMOX バイパック燃料集合体のうち、2体の照射済燃

料集合体について照射後試験を行った。 
 

4) 既製造・照射済MOX バイパック燃料集合体（6体）の試験データの入手 
本事業開始前に製造・照射した 6体のMOX バイパック燃料集合体の製造データ、照射データを

RIARから入手し、上記1)で製造した15体と合わせて21体のMOXバイパック燃料集合体の製造・

照射データ及び 3体の照射後試験データを取得した。 
 

5) MOX バイパック燃料集合体の炉心燃焼解析及び照射挙動解析 
RIAR から入手した製造・照射及び照射後試験データを基に、BN-600 炉心における MOX バイ

パック燃料集合体の燃焼解析を行うと共に、MOX バイパック燃料の照射挙動解析を行い、照射後

試験結果との比較評価を行った。 
 

JAEA-Review 2012-044 

- 35 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 実施体制 

MOX バイパック燃料集合体の製造、照射試験及び照射後試験はペスコ、原子力機構及び RIAR の

三者の共同研究の形で行う体制とした。 
日本側が行うMOX バイパック燃料集合体の照射及び照射後試験結果の評価は、ペスコと原子力機

構の間で協力協定を締結し、同機構からの技術協力を得ながら進めた。また、三菱 FBR システムズ

株式会社に炉心燃焼解析を、株式会社東芝に燃料照射挙動解析を委託し、それぞれの解析で得られた

結果と試験結果との比較を実施した。さらに、本事業の計画と成果についての客観的で幅広い検討・

評価を行うため、国内の専門家からなる検討評価委員会を設置した。 
一方、ロシア側の実施体制は、RIAR が本事業の実施取り纏め・責任機関となり、これに BNPP、

物理エネルギー研究所（IPPE）、実験機械設計局（OKBM）等が協力する体制とした。 
本事業の開始に際しては、本事業で得られる技術情報の提供・利用に関する平和利用保証の口上書

が日露政府間で取り交わされた。ロシアからの技術報告書の提出（輸出）は、平和利用保証口上書の

取り決めに従って、RIAR の監督官庁であるロシア原子力庁（Rosatom）の許可を得て行われた。 
本事業の実施体制を図 2-16 に示す。 

 

図 2.15 MOX バイパック燃料集合体の製造・照射・照射後試験の流れ 
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(3) 実施工程 

本事業の文部科学省とペスコの委託事業契約は、単年度毎の契約で行われた。全体の実施期間は、

当初計画では2004年7月15日～2009年3月31日であったが、MOXバイパック燃料集合体の製造・

照射遅れ等のため、本事業は 9ヶ月遅れて 2009 年 12 月 28 日に完了した。 
図 2-17 に、本事業の実績工程を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.16 高速炉燃料集合体信頼性実証等事業の実施体制 
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図 2.16 高速炉燃料集合体信頼性実証等事業の実施体制 
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2.3.2 MOX バイパック燃料集合体の設計 

本事業で製造・照射したMOX バイパック燃料集合体には、燃料被覆管外径等の設計仕様が異なる

2 種類の燃料集合体がある。一つは、設計 No.505.020.000 シリーズの被覆管外径 6.6mm の Gr-1～
Gr-3 の燃料集合体である。もう一つは、設計 No.RNAT.506214.016 シリーズの被覆管外径 6.9mm
のGr-4 とGr-5の燃料集合体である。以下に、これらの 2種類の燃料集合体の設計について示す。 

 
(1) 燃料集合体の設計制限値 

MOX バイパック燃料集合体の設計制限値を表 2.13 に示す。 
 

表 2.13 MOX バイパック燃料集合体の設計制限値 
グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4 Gr-5 
装荷するBN-600 炉心と領域 01M1 のLEZ 01M2 のLEZ 01M2 のHEZ 
ピーク燃料燃焼度（%h.a.） 11.6 10.7 
ピーク被覆管照射損傷量（dpa） 83 84.3 
最高燃料線出力（kW/m） 
照射開始期 
照射末期 

 
46 
39 

 
47.6 
40.2 

ピーク被覆管内表面温度（℃） 
照射開始期 

 
700 

 
710 

図 2.17 高速炉燃料集合体信頼性実証事業の全体工程（実績） 
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グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4 Gr-5 
照射末期 659 670 

中性子照射量（cm-2） 
（Ｅ＞0.1MeV） 

1.8×1023 1.8×1023 

燃料ピンの実効照射日数 
（EFPD） 

540 560 

燃料ピンの設計寿命（年） 
炉内滞在 
中間貯蔵施設 
使用済燃料集合体の容器内 
冷却プール内 
（上記項目を含む全設計寿命） 

 
3 

1.5 
0.5 
10 
15 

 
4 

1.5 
0.5 
10 
16 

耐震設計条件 燃料ピンは、PNAE G-5-006 の分類による第 1類の地震安定

度の機器に属し、6MSK-64 の最大設計震度の地震安定度の要

求に適合すること。それと同時に 
① 垂直成分加速度は、0.28Gを超えないこと。 
② 水平成分加速度は、0.19Gを超えないこと。 

密封性 燃料ピンの密封性が損なわれないこと。 
 

(2) 燃料集合体の設計仕様 
MOX バイパック燃料集合体は、127 本の燃料ピンを内部アダプタ板上で三角格子に束ねて組み立

てた燃料バンドルを六角形のダクト（ラッパー管）内に収めた構造となっている。ダクトの材質はフ

ェライト･マルテンサイト鋼（EP-450：05Cr12Ni2Mo）である。 
内部アダプタは、テイル（エントランスノズル）の軸穴に貫通した連結棒で固定され、プラグを付

けたテイルの底部端に取り付けられる。プラグは、捩れを防ぐためテイルに溶接される。外部アダプ

タはダクトの下端部に溶接される。このアダプタはダクトをテイルに連結する役目を持つ。テイルは

ねじ留めされ、アダプタに溶接される。また、テイルには所定の流量の冷却材が通る貫通孔が開けら

れている。テイルの外表面にスパイラルなシールがあり、これは炉心下部プレナム（ディスチャージ

ヘッダ）の上下板から冷却材の漏れを防ぐ。 
ヘッドは、ダクトの上端部に溶接される。このヘッドは、冷却材出口としての構造とし、その先端

は燃料集合体の炉装荷及び取り出しを行う燃料交換装置の掴み具と結合する形状に設計されている。 
ヘッドとアダプタは、非消耗電極のアルゴンアーク溶接（溶加材あり）によってダクトに取り付け

られている。アダプタとテイル付のプラグの溶接も、非消耗電極のアルゴンアーク溶接（溶加材なし）

による。 
MOX バイパック燃料集合体の設計仕様を表 2.14 に、構造を図 2.18 に示す 
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グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4 Gr-5 
照射末期 659 670 

中性子照射量（cm-2） 
（Ｅ＞0.1MeV） 
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（EFPD） 
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冷却プール内 
（上記項目を含む全設計寿命） 

 
3 

1.5 
0.5 
10 
15 

 
4 

1.5 
0.5 
10 
16 
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表 2.14 MOX バイパック燃料集合体の設計仕様 
グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4～Gr-5 
燃料集合体の全長(mm) 3,500±2 3,500±2 
ダクト面間寸法と板厚(mm) 94.5×2.5 96.0×2.0 
燃料集合体の重量(kg) 102±1.5 102.6 以上 
燃料ピン本数（本） 127 127 
炉心燃料重量(kg) 

MOX 顆粒燃料+U ゲッター 
  MOX 顆粒燃料中のPuO2 
  MOX 顆粒燃料中の金属Pu 

U ゲッターの割合(%) 

 
31.1±0.3 
7.2±0.1 

－ 
7 

 
34.4±0.6 

－ 
5.95±0.1 

7 
炉心燃料部長さ(mm) 1,030 1,030 
上下ブランケットの全重量(kg) 19.6±1.3 22.7±1.2 
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(3) 燃料ピンの設計仕様 
燃料ピンに使用されている被覆管は冷間加工のオーステナイト系ステンレス鋼（ChS-68：

06Cr16Ni15Mo2Mn2TiVaB）製の円筒管である。燃料ピンには、集合体内の間隔を保つため、集

合体中央部の91 本のピンには円形ワイヤが、ダクトに隣接する 36 本の周辺ピンには楕円形ワイヤ

が燃料ピン外周に巻き付けてある。ワイヤの端は抵抗スポット溶接により被覆管の 2 箇所に直接溶

接される。なお、周辺ピンに巻き付けてある楕円形ワイヤの直径は共通であるが、集合体中央部の

ピンに巻き付けてある円形ワイヤの直径はGr-1～Gr-3 では 1.15mm、Gr-4～Gr-5 では 1.05mm と

なっている。 
被覆管内部には、核燃料物質（上下ブランケット、燃料コラム）とガスプレナムを分離するスト

ッパが封入されている。Gr-1～Gr-3 のMOX バイパック燃料ピンでは金属製の筒がストッパとなっ

ており、抵抗スポット溶接法により被覆管内面に溶接されている。Gr-4～Gr-5 のMOX バイパック

燃料ピンでは、コイルバネがストッパとして入っている。 
上下ブランケットは、0.4～0.7％U235 の劣化ウラン（又は天然ウラン）の酸化ウランペレット

である。炉心の顆粒燃料が下部ブランケットの隙間に落ちないようにし、且つ FP ガスが下部のガ

スプレナムに通過できるようにニッケルメッシュのプラグが炉心燃料コラムと下部ブランケットの

間に詰められている。また、高温の炉心燃料とニッケルメッシュが直接接触しないようにするため、

炉心燃料コラムとニッケルメッシュとの間に断熱のための酸化ウランペレット（断熱ペレット）が

1 個入れられている。 
炉心燃料カラムは、顆粒状のウラン･プルトニウム酸化物燃料（重量比 93％）と顆粒状の金属ウ

ランゲッター（U ゲッター：重量比 7%）との機械的混合物である。U ゲッターは、直径約 0.05～
0.1mm の球状の金属ウラン（天然 U 又は劣化 U）であり、表面に薄い酸化膜が着けられている。

このU ゲッターは、燃料中のO/M比を下げ、核分裂したPuO2からの酸素及びFP と反応（吸収）

することにより、被覆管内面腐食を抑える役割を果たす。U ゲッターの量は、多くの実験結果から

燃料重量の約7％としている。 
燃料ピンは非消耗電極のアルゴン溶接による端栓溶接により密封される。底部端栓は集合体への

ピンの留め具として、平らで縦方向にみぞが付けられている。 
MOX バイパック燃料ピンの設計仕様を表 2.15 に、構造を図 2.19 に示す。 
 

表 2.15 MOX バイパック燃料ピンの設計仕様 
グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4～Gr-5 
燃料カラムの組成 (U, Pu)O2＋U ゲッター (U, Pu)O2＋U ゲッター 
上下軸方向ブランケットの組成 UO2（劣化ウラン） UO2（劣化ウラン） 
被覆管の直径（mm） 6.6 6.9 
被覆管の肉厚（mm） 0.4 0.4 
スペーサワイヤ断面の寸法（mm） 
・中央部燃料ピン（円形) 
・周辺部燃料ピン（楕円形） 

 
1.15φ 

0.6×1.3 

 
1.05φ 

0.6×1.3 
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グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4～Gr-5 
燃料ピンの全長（mm） 
・燃料カラム長さ 
・上部ブランケット長さ 
・下部ブランケット長さ 

2,400 
1,030 
310 
310 

2,400 
1,030 
300 
350 

燃料ピンの重量（g） 
・燃料カラム 
  MOX顆粒燃料 
   PuO2重量 
   Pu金属重量 
  U ゲッター 
・上部ブランケット（UO2ペレット） 
・下部ブランケット（U O2ペレット）

600 
245±2.0 

227.8±2.0 
56.3±0.6 

(49.7) 
17.2±0.2 

77±5 
77±5 

615 
271±2.7 

253.3±2.5 
(53.3) 

47.0±0.5 
17.7±0.2 

84±6 
95±3 

燃料カラムの平均実効密度（g/cm3） 8.8～9.3 8.8～9.2 
燃料カラムに沿ったスミア密度の相対

的非均質性（%） 
±5 ±5 

燃料カラムに沿ったプルトニウム富化

度分布の相対的非均質性（%） 
±5 ±5 

 
 
 
 

JAEA-Review 2012-044

- 42 -

JAEA-Review 2012-044

- 43 -



JAEA-Review 2012-044 

- 42 - 

グループ Gr-1～Gr-3 Gr-4～Gr-5 
燃料ピンの全長（mm） 
・燃料カラム長さ 
・上部ブランケット長さ 
・下部ブランケット長さ 

2,400 
1,030 
310 
310 

2,400 
1,030 
300 
350 

燃料ピンの重量（g） 
・燃料カラム 
  MOX顆粒燃料 
   PuO2重量 
   Pu金属重量 
  U ゲッター 
・上部ブランケット（UO2ペレット） 
・下部ブランケット（U O2ペレット）

600 
245±2.0 

227.8±2.0 
56.3±0.6 

(49.7) 
17.2±0.2 

77±5 
77±5 

615 
271±2.7 

253.3±2.5 
(53.3) 

47.0±0.5 
17.7±0.2 

84±6 
95±3 

燃料カラムの平均実効密度（g/cm3） 8.8～9.3 8.8～9.2 
燃料カラムに沿ったスミア密度の相対

的非均質性（%） 
±5 ±5 

燃料カラムに沿ったプルトニウム富化

度分布の相対的非均質性（%） 
±5 ±5 

 
 
 
 

  

JAEA-Review 2012-044 

-
 
43

 
-
 

(a
) G

r-1
～

Gr
-3

 
(b

) G
r-4

～
Gr

-5
 

 
図

2.
19

 
 M

OX
バ
イ
パ
ッ
ク
燃
料
ピ
ン
の
構
造

 
 

JAEA-Review 2012-044

- 42 -

JAEA-Review 2012-044

- 43 -



JAEA-Review 2012-044 

- 44 - 

2.3.3  MOX バイパック燃料集合体の製造結果 
本事業ではRIAR の燃料製造施設において、顆粒燃料製造工程、燃料ピン製造工程、燃料集合体

組立工程の 3つの工程を経て、MOXバイパック燃料集合体を製造した。 
製造された燃料集合体は 21 体である。 
 

(1) MOX 顆粒燃料の製造 
1) MOX 顆粒燃料の製造フロー 

バイパック燃料集合体の MOX 顆粒燃料は、RIAR で開発された溶融塩電解法によりホットセ

ル内に設置された製造装置により製造された。 
製造された顆粒燃料はサイズ毎に 5種類に分級され、振動充填に適切な割合になるようにサイ

ズ毎に秤量後、混合機で混合される。混合された顆粒燃料は燃料バッチとして管理され、製品証

明書の発行後、最終顆粒燃料製品として燃料ピン充填工程に送られる。なお、顆粒燃料に混合す

るウランゲッターは、別途購入し、振動充填前に顆粒燃料と混合する。 
MOX顆粒燃料の製造フローを図 2.20 に、ホットセル内の設備配置を図 2.21 に示す。 

 
2) MOX顆粒燃料の製造結果 

本事業では、21 体の MOX バイパック燃料集合体に使用する MOX 顆粒燃料として、920kg
（PuO2：207kg）のMOX 顆粒燃料が製造され、その内 692kg（Pu メタル重量128kg）のMOX
顆粒燃料が燃料ピンに振動充填された。 
 

3) 製造過程で生じた問題と対策 
溶融塩電解槽の黒鉛るつぼに亀裂が生じ、るつぼ外周部の溶融鉛が顆粒燃料に混入するトラブ

ルが発生した。このため、黒鉛るつぼを交換しMOX 顆粒燃料を製造し直した。 
その後、黒鉛るつぼを 3 回程度使用したら交換する是正措置を講じた。 
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図 2.20 MOX 顆粒燃料の製造フロー 

 
 

 
図 2.21 顆粒燃料製造ホットセル内の設備配置 
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(2) 燃料ピンの製造 

1) 燃料ピンの製造フロー 
燃料ピンは以下の手順に従って製造される。 
製造フローを図 2.22 に、燃料ピンの製造設備の配置を図 2.23 に示す。 

① 必要な長さに揃えたブランケットペレットを被覆管に挿入し、Ni メッシュプラグで固定する。 
② 粒度範囲別に調整した顆粒燃料を乾燥させた後、別に秤量した金属ウラン粒子のゲッターを

添加して混合する。 
③ 被覆管を振動充填台に取り付け、充填に備えて被覆管内を排気後、ヘリウムガスに置換する。 
④ 軸方向振動数200～400Hz、加速度 3～5G の振動を加えながら、顆粒燃料を被覆管に充填す

る。所要時間は約 40～90 秒である。 
⑤ 錘が付いた棒を入れて振動数 400～2000Hz、加速度 10～30G で更に振動を加え、所定密度・

コラム長さに調整する。所要時間は約 3～10 分である。 
⑥ 被覆管に上部ブランケットペレット、ストップ栓を挿入し、その後上部端栓を溶接する。 
 

2) 燃料ピンの製造結果 
本事業で製造した燃料ピン本数は、燃料集合体 21体分の 2,667本と品質検査(抜取り)及び検査

によるスペックアウト分を含めて 3,199 本である。 
 

3) 製造過程で生じた問題と対策 
品質検査で不合格となった燃料ピンは 3199 本中 313 本（約 9.8%）である。発生した不具合と

対策は以下のとおりである。 
① 密度及び Pu 分布の不均一性が発生した。マニュアルで混合することにより燃料ピン内の均

一性のバラツキを抑えた。 
② 上部端栓の溶接不具合が発生した。溶接電極の修理と再設定を非定期的に実施することで再

発防止を図った。 
③ Ni メッシュの不具合により顆粒燃料が下部ブランケット部に混入した。Ni メッシュの隙間

を少なくすることで対応した。 
④ 被覆管外径の変更、または製造装置の更新をしたときに品質不合格となった燃料ピンが増加

した。工程変更時の初期不具合であるため、作業量と共に減少した。 
⑤ ウランゲッターの混合不良により、金属ウランゲッターの偏在が発生した。金属ウランゲッ

ターの混合作業を徹底することにより改善した。 
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(2) 燃料ピンの製造 
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図 2.22 燃料ピンの製造工程及び品質管理工程フローシート 

 
 

 
図 2.23 燃料ピン製造装置及び試験検査装置のレイアウト 
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(3) 燃料集合体の組立 

1) 燃料集合体の組立フロー 
燃料集合体は、3 種類の部材（127 本の燃料ピン、テイル及び内部アダプタ付きダクト、ヘッ

ド）を使用して組み立てられる。組み立てに当たっては、燃料ピン及び燃料集合体製造工程制御

システムに組み込まれているデータベースの情報が使用される。 
組立フローを図 2.24 に、燃料集合体の製造機器の配置を図 2.25 に示す。 
 

2) 燃料集合体の組立結果 
燃料集合体は、21 体が製造された。燃料ピンの仕様や製造時期によってGr-1～Gr-5 に分類さ

れた。Gr-1及びGr-2の燃料集合体はそれぞれ 3体であり、文部科学省の委託事業開始以前に製

造された燃料集合体である。Gr-3、Gr-4 及び Gr-5 の燃料集合体はそれぞれ 3 体、3 体、9 体で

ある。 
 

3) 製造過程で生じた問題と対策 
Gr-3 の燃料集合体の重量測定をしたところ、エントランスノズル等の部材重量の不具合により

3 体とも規定重量を下回っていた。BN-600 炉心の実流動条件で流力解析を行った結果、集合体

が浮き上がることはないとの評価になり炉心装荷が許可された。 
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図 2.24 燃料集合体の製造工程及び品質管理工程フロー 

 
 

 
図 2.25 燃料集合体製造装置及び試験検査装置のレイアウト 
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2.3.4  MOX バイパック燃料集合体の照射結果 

本事業で製造した MOX バイパック燃料集合体 21 体はロシアの高速炉 BN-600 で照射した。照

射試験条件、照射試験結果及び照射中の特異事象について示す。 
 

(1) 照射試験条件 
1) BN-600 の構成 

BN-600 はベロヤルスク原子力発電所内に設置されている電気出力 600MWe、熱出力

1470MWt の商業発電用高速炉である。BN-600 のスペックを表 2.16 に示す。 
炉心は炉心燃料集合体及び径方向ブランケット燃料集合体で構成されている。 
炉心燃料集合体はウラン 235 の濃縮度によりLEZ（低濃縮度領域）、MEZ（中濃縮領域）、HEZ

（高濃縮領域）の 3 つの装荷領域に区分されており、それぞれの領域のウラン 235 濃縮度及び配

置集合体数は17%/136 体、21%/94体、26%/139 体である。また、炉心燃料集合体の装荷領域に

は、制御棒が分散して配置されている。 
径方向ブランケット燃料集合体は、内側領域と外側領域に装荷領域が区分され、それぞれ 161

体、217 体を収容する。さらにその外側には、炉内で照射された燃料の崩壊熱を除去するための

集合体中間貯蔵領域がある。 
BN-600 の原子炉構造を図2.26に、炉心の燃料集合体等の配置を図 2.27に示す。 
 

 
表 2.16 BN-600 のスペック 

項 目 仕様値 
電気出力 600 MWe 
熱出力 1470 MWt 
炉心中の燃料集合体数 369 本 
炉心中のブランケット燃料集合体数 378 本 
冷却材圧力（1 次系） 0.9 MPa 
冷却材原子炉入口温度（1次系） 368 ℃ 
冷却材原子炉出口温度（1次系） 533 ℃ 
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図 2.26 BN-600 の原子炉構造 

 

 
図 2.27 BN-600 炉心の炉心燃料集合体等の配置 
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2) 照射位置 

本事業で製造した 21 体の MOX バイパック燃料集合体のうち、Gr-1～Gr-4 の 12 体の燃料集

合体をBN-600 の炉心に装荷して、照射試験を行った。 
Gr-5 の燃料集合体については、照射試験が本事業外となったため、ロシアが単独で実施した。 
Gr-1～Gr-5 の炉心装荷位置を図 2.28 に示す。 

 

 
 
凡 例 備考 

 Gr-1 のMOX バイパック燃料集合体 照射サイクル：MC43-45 

 Gr-2 のMOX バイパック燃料集合体 照射サイクル：MC47-50 

 Gr-3 のMOX バイパック燃料集合体 照射サイクル：MC51-54 

 Gr-4 のMOX バイパック燃料集合体 照射サイクル：MC51-54 

 Gr-5 のMOX バイパック燃料集合体 照射サイクル：MC53-56 

 PIEを実施したGr-1 MOXバイパック燃料集合体 集合体No：505.020.02.05.02 

 PIEを実施したGr-2 MOXバイパック燃料集合体 集合体No：505.020.01.07.03 

 PIEを実施したGr-4 MOXバイパック燃料集合体 集合体No：RNAT.506214.016.03.05 

 シャフリングした集合体の装荷位置の変更経緯 
Gr-1：MC44 から 22-24 セルに移動 
Gr-2：MC48 から 13-21 のセルに移動

図 2.28 BN-600 炉心でのMOX バイパック燃料集合体の照射位置 
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(2) 照射試験結果 

Gr-4 のMOX バイパック燃料集合体を例として、照射試験結果を表 2.17 及び表 2.18 に示す。 
 

表 2.17 照射開始時のGr-4 燃料集合体の照射条件 

 
 
 

表 2.18 照射終了時のGr-4 燃料集合体の照射条件 
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(3) 照射試験中に生じた問題 

第 54 サイクル（MC54）期間中である 2008 年 2 月 25 日に、パルス状のFP ガス放射能及び遅

発中性子(DN)信号が検出された。その後DN 信号は低下し、約 1分後にはバックグラウンドより少

し高いレベルになった。 
原子炉は安全運転に支障が無かったため、バックグラウンドより少し高いレベルのまま運転を継

続（約 30日間）したが、第 54 サイクル運転終了後に炉内破損燃料検査システムでの漏洩検査を行

った。その結果、このサイクル中に照射中であったGr-3、Gr-4 及びGr-5 のMOX バイパック燃料

集合体のうち、Gr-4 燃料集合体の内の1 体（RNAT.506214.016.03.05）に漏洩が確認された。 
破損の状況を推定するためガス放射能強度測定が 2回行われ、2008 年 3月 29 日時点で 954 cps

（バックグランドガス放射能は 4.1 cps）、2008 年 4月 3日時点で 57 cps（バックグランドガス放

射能は 3.1 cps）の放射能強度となった。この結果から、Gr-4燃料集合体RNАТ.506214.016.03.05
の燃料ピンに開口型の破損が発生している可能性が指摘された。 
その後、Gr-4 燃料集合体RNАТ.506214.016.03.05 は照射後試験に供するために、RIARの照射

後試験施設に輸送された。 
なお、第 43～45 サイクルで照射していたGr-1 の燃料集合体 1体（505.020.02.04.01）及び第 47

～50 サイクルで照射していた Gr-2 燃料集合体 1 体（505.020.01.07.03）でも漏洩が疑われる運転

データが得られている。しかし、Gr-4 燃料集合体と異なり、DN 信号が検知されなかったか、もし

くは検知後にバックグランドレベルまで下がっていた。 
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2.3.5  MOX バイパック燃料集合体の照射後試験結果 

BN-600 で照射した MOX バイパック燃料集合体の照射後試験（PIE）を RIAR の照射後試験施

設で行った。Gr-1～Gr-5 のMOX バイパック燃料集合体 21体から、Gr-1、Gr-2 及びGr-4 の燃料

集合体を１体ずつ選定し、合計 3 体の燃料集合体について実施した。 
 

(1) 照射後試験項目 
照射後試験として非破壊試験及び破壊試験を実施した。試験項目は表 2.19 に示すとおりである。 
 

表 2.19 照射後試験項目 
試験対象 試験項目 試験概要 

燃料集合体 
（非破壊試験） 

外観観察 燃料集合体番号を確認し、燃料集合体表面を観察する。

寸法測定 
燃料集合体の全長、ダクトの曲がり、膨れ（対面間距

離）を測定する。 
燃料バンドルの目視 
観察 

燃料バンドルの外観を確認し、燃料ピンの伸びと集合

体内の位置の関係を観察する。 

燃料ピン 
（非破壊試験） 

気密性試験 
燃料破損の有無を確認するため、プレナム部の Kr-85
の放射能量を測定する。  

外観観察 
燃料ピンの表面を観察する。異常が認められた燃料ピ

ンは、ビデオ撮影、写真撮影を行う。 
寸法測定 直径、真円度、長さ及び曲がりの測定を行う。 

ガンマスキャンニング
燃焼度分布、FP 及び放射化生成物等の軸方向分布、

並びに燃料ピンの出力分布を確認する。 

渦電流探傷試験 
被覆管内外面の傷、腐食等を観察する。また、燃料ピ

ン内構造物の位置ずれなどの確認を行う。 

パンクチャー試験 
プレナム部を穿孔して、放出される FP ガスの圧力、

容積、ガス組成を測定する。 

燃料ピン 
（破壊試験） 

組織観察 
試験片を光学顕微鏡または走査型電子顕微鏡で観察

し、燃料組織及び被覆管組織を確認する。 

元素分析（EPMA） 
U、Pu、主要な FP 元素及び Na の燃料内分布並びに

被覆管成分元素を測定する。 
燃焼度測定 Ndを定量測定して、燃焼度を求める。 

燃料内残留ガス測定 
試験片を硝酸に溶解し、発生するKr-85 からのガンマ

線強度を測定する。 

被覆管密度測定 
被覆管のスエリング量を評価するため、液浸法により

被覆管の密度を測定する。 
被覆管のビッカース マイクロビッカース硬さ測定法により、被覆管の硬さ
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試験対象 試験項目 試験概要 
硬さ測定 を測定する。 
被覆管のリング引張り

試験 
被覆管を輪切りにしてリング状にし、照射前後の機械

的強度の変化を調べる。 
 

(2) 照射後試験サンプルの選定 
照射後試験対象として、Gr-1～Gr-5 のMOXバイパック燃料集合体 21体の中から、Gr-1、Gr-2

及びGr-4 の燃料集合体を１体ずつ選定した。 
また、燃料ピンについては、外観観察、寸法測定、渦電流探傷試験及び燃料ピンの気密性試験を

全数（127 本）に対して実施し、その結果から詳細な試験が必要と判断した燃料ピンについて追加

の非破壊試験及び破壊試験を実施した。 
照射後試験のサンプル選定結果を表 2.20 に示す。また、Gr-2 燃料集合体を例に、燃料ピンの配

列、並びに追加の非破壊試験及び破壊試験に供した燃料ピンを図 2.29 に示す。なお、燃料ピンの配

列は全てのグループで共通であるが、追加の試験に供された燃料ピンは燃料集合体により異なる。 
 
 

表 2.20 照射後試験対象とした燃料集合体及び燃料ピン 
グループ Gr-1 Gr-2 Gr-4 
集合体番号 505.020.02.05.02 505.020.01.07.03 RNAT.506214.016.03.05

選定理由 

3体のGr-1燃料集合体の

中で照射末期の被覆管最

高温度が最も高かったた

め。 

照射中にガスリーク及び

DN 信号が検出されてお

り、かつ燃焼度が 3 体の

Gr-2燃料集合体の中で最

大であったため。 

照射中にガスリーク及び

DN 信号が検出され、比

較的大きな燃料集合体の

破損が疑われたため。 

詳細な照射後

試験対象の燃

料ピンの本数 
32 29 21 

詳細な照射後

試験対象の燃

料ピンの番号 

1, 22, 28, 29, 30, 34, 36, 
40, 43, 46, 50, 52, 57, 58, 
64, 67, 70, 71, 72, 76, 78, 
82, 85, 88, 92, 94, 99, 
100, 106, 108, 114, 127 

1, 5, 13, 22, 25, 28, 29, 
36, 38, 43, 50, 51, 57, 64, 
71, 75, 77, 78, 85, 86, 90, 
92, 99, 100, 103, 106, 
115, 123, 127 

1, 10, 15, 20, 22, 28, 34, 
40, 52, 58, 64, 70, 76, 82, 
85, 88, 94, 100, 106, 118, 
127 

 
 
 
 
 

JAEA-Review 2012-044

- 56 -

JAEA-Review 2012-044

- 57 -



JAEA-Review 2012-044 

- 56 - 

試験対象 試験項目 試験概要 
硬さ測定 を測定する。 
被覆管のリング引張り

試験 
被覆管を輪切りにしてリング状にし、照射前後の機械

的強度の変化を調べる。 
 

(2) 照射後試験サンプルの選定 
照射後試験対象として、Gr-1～Gr-5 のMOXバイパック燃料集合体 21体の中から、Gr-1、Gr-2

及びGr-4 の燃料集合体を１体ずつ選定した。 
また、燃料ピンについては、外観観察、寸法測定、渦電流探傷試験及び燃料ピンの気密性試験を

全数（127 本）に対して実施し、その結果から詳細な試験が必要と判断した燃料ピンについて追加

の非破壊試験及び破壊試験を実施した。 
照射後試験のサンプル選定結果を表 2.20 に示す。また、Gr-2 燃料集合体を例に、燃料ピンの配

列、並びに追加の非破壊試験及び破壊試験に供した燃料ピンを図 2.29 に示す。なお、燃料ピンの配

列は全てのグループで共通であるが、追加の試験に供された燃料ピンは燃料集合体により異なる。 
 
 

表 2.20 照射後試験対象とした燃料集合体及び燃料ピン 
グループ Gr-1 Gr-2 Gr-4 
集合体番号 505.020.02.05.02 505.020.01.07.03 RNAT.506214.016.03.05

選定理由 

3体のGr-1燃料集合体の

中で照射末期の被覆管最

高温度が最も高かったた

め。 

照射中にガスリーク及び

DN 信号が検出されてお

り、かつ燃焼度が 3 体の

Gr-2燃料集合体の中で最

大であったため。 

照射中にガスリーク及び

DN 信号が検出され、比

較的大きな燃料集合体の

破損が疑われたため。 

詳細な照射後

試験対象の燃

料ピンの本数 
32 29 21 

詳細な照射後

試験対象の燃

料ピンの番号 

1, 22, 28, 29, 30, 34, 36, 
40, 43, 46, 50, 52, 57, 58, 
64, 67, 70, 71, 72, 76, 78, 
82, 85, 88, 92, 94, 99, 
100, 106, 108, 114, 127 

1, 5, 13, 22, 25, 28, 29, 
36, 38, 43, 50, 51, 57, 64, 
71, 75, 77, 78, 85, 86, 90, 
92, 99, 100, 103, 106, 
115, 123, 127 

1, 10, 15, 20, 22, 28, 34, 
40, 52, 58, 64, 70, 76, 82, 
85, 88, 94, 100, 106, 118, 
127 

 
 
 
 
 

JAEA-Review 2012-044 

- 57 - 

 

PIE FA   505.020.01.07.03
Head view

3201C

To centre core
 (M

C
 48, 49, 50)

5034T

5083T5086T

3246C 5037T5084Т

5033T3221C5091T

5090T

4752T

5081T

3224C3100С5080T

4791T

4795T 3243C

3207C

3223C

3212C

3241C

3210C

3101C

3237C

3197C3217C

4799T

4760T

4790T

4754T

4757T

5049T

4798T

4758T

4748T

4792T

4797T

4753T

5087T

4749T

4763T

4747T

4796T

4789T

4793T

4755T

4751T

4766T

4857T

3248C 3247C

3245C

3205С

3214C 3203C

3244C

3228C3239C

3211C

3240С

3206C

3253С

3225C

3204C

4421C

4422C

3231C

3082C

4672C

3087

3249C

3178C

3081C

3175C

3085C

3216C

3091С

4426C

3044

4666C

3048C

3172C

3200C

3229C

3235С

3202C

3219C

4664C

3174C

3227C

4671C

3079C

3236C

4416C

3092С

3199C

3173C

4424C

3215С

3232C

3090C

3251C

4667C

4642C

3170C

4414C

3052C

4641C 3226C

3080C

3094C

3250C

4427C

3088C3089C

3086C

3169C

3176C

3198C

3209C 3252C

3242С3104С

3218C

1

2

3213C

3

6 5 4

910 8 7

1112

1718

13

19

1415

21 20

27

16

222324252628

293031323334

41 40 39 38 37 36 35

424344454647

54 53 52 51 50 49 48

61

5556

6263

57

64

58

65

5960

6667

73 72 71 70 69 68

74757677787980

86 85 84 83 82 81

87888990919293

99 98 97 96 95 94

100101102103104105106

112 111 110 109 108 107

113114115116117

121 120 119 118

123 122

125

127

126

124

Face 4Face 3

Face 5

Face 6
Face 2

Face 1
Flat ID FA

To
 ce

nt
re

 co
re

 (M
C 47

)

- 29 pins for NDE

- 15 pins for puncture

- 5 pins for DE
 

 
図 2.29 Gr-2 燃料集合体(No.505.020.01.07.03)の燃料ピン配列 

及び照射後試験対象の燃料ピン 
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(3) 照射後非破壊試験結果 

以下に照射後非破壊試験の結果を示す。 
 

1) 集合体の外観観察 
燃料集合体の外表面に変色や付着物が観られたものの、全体として明灰色の金属光沢を有し、

有害な傷、変形等は認められなかった。健全性は保持されたと考えられる。 
 

2) 集合体の寸法測定 
照射後の燃料集合体の全長は製造時と比較して、有意な差は認められなかった。 
対面間距離については、3 体とも約 0.5%の増加を示していた。Gr-4 燃料集合体の増加率は 3

体の中で最大であり 0.55％となっており、変形がブランケット領域にまで及んでいた。 
 

3) 燃料バンドルの目視観察 
燃料バンドルの例として、Gr-4 燃料集合体の燃料バンドルを図 2.30 に示す。 
燃料ピン頂部の観察から燃料ピンの長さに相違が生じていることが分かる。スエリングが個々

の燃料ピンで異なっていることが原因と推測される。このような燃料ピンの伸びについては全て

グループで共通に観られた現象である。 
Gr-4固有の事象として、燃料ピンNo.15において下部より約1100ｍｍの位置から亀裂が入り、

約 1400ｍｍの位置で破断していることが確認できる。このため、上部側が欠損している。 
 

4) 燃料ピンの気密性試験 
被覆管の健全性を調べるため、プレナム部のKr-85 のγ線強度を測定した。その結果を図 2.31

に示す。Kr-85 のγ線強度が低い燃料ピンが、Gr-1 燃料集合体では8 本、Gr-2 燃料集合体では4
本、Gr-4 燃料集合体では 4 本検出された。これらの内、ピンホールや破損等によって気密性が損

なわれたと推測される燃料ピンは、それぞれ 0本、3 本（No.75, No.86, No.100）、1本（No.15）
であった。 

 
5) 燃料ピンの外観観察 

選択した燃料ピンの外観を0 度及び 180 度方向からTVカメラを使い詳細に観察した。燃料ピ

ンの表面が金属光沢を有する灰色であったことは、すべてのグループに共通していた。 
特異な現象としては、Gr-1 燃料集合体及びGr-2 燃料集合体の燃料ピンの一部で下部に局部的

な直径増加が観察された。Gr-2 燃料集合体の燃料ピンの局所膨れの状況を図 2.32 に示す。 
また、Gr-4 燃料集合体では局所膨れは認められなかったものの、燃料ピン No.15 に破損が生

じていた。図2.33に燃料ピンNo.15の外観を示す。 
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6) 燃料ピンの寸法測定 
直径変化の軸方向プロファイルは、燃料カラム部で中性子照射量に応じたサインカーブをして

いる。その極大値は、燃料カラム中央部から 100～250ｍｍ下方に現れている。図 2.34 に典型的

な直径プロファイルを示すが、中性子束分布とよく対応している。スペーサワイヤのピッチ（外

周ピン；100mm、中央ピン；50mm）に相当する局所的なオーバリティが認められるが、スペー

サワイヤとの相互作用によるものと推定される。このオーバリティはダクトに隣接した燃料ピン

ほど大きく、BDIを示唆している。 
一部の燃料ピンでは燃料カラム下部近傍に局所的な外径増加が生じていた。この局所膨れは外

観観察で観察された被覆管の膨れと対応している。局部膨れが発生した燃料ピンの例として、

Gr-1 燃料集合体の燃料ピンNo.78の直径変化プロファイルを図 2.35 に示す。 
 

7) 燃料ピンのガンマスキャンニング 
スペーサワイヤを除去した後、燃料ピン軸方向に沿ってγ線強度の測定を行った。測定対象核

種は、FP（134Cs, 137Cs, 106Ru, 95Zr, 144Ce）及び被覆管の放射化核種（54Mn, 58Co, 60Co）とした。

Gr-4 燃料集合体の燃料ピン No.15 を除き、ほぼ同様なγ線プロファイルを示した。典型的な軸

方向γ線強度分布として、Gr-2 燃料集合体の燃料ピンNo.64の測定結果を図 2.36 に示す。 
 

8) 燃料ピンの渦電流探傷試験 
ECT 信号の典型的な例として、Gr-2 燃料集合体の燃料ピン No.106 の渦電流探傷試験結果を

図 2.37 に示す。Cs の下部ブランケットへの移動に加え、Ni プラグや溶接部の位置も観察されて

いる。 
被覆管の欠陥に伴うものと考えられるECT 信号が観られた例として、Gr-2 燃料集合体の燃料

ピンNo.86 の渦電流探傷試験結果を図 2.38 に示す。燃料ピン下端から 1200mm の位置に金属介

在物と推測される信号、1500mm の位置に被覆管の欠陥と推測される信号が観られる。 
 

9) 燃料ピンのパンクチャー試験 
被覆管をレーザーで開孔し、燃料ピン内に存在する FP ガスを捕集して FP ガス放出量を測定

した。 
Gr-1 燃料集合体、Gr-2 燃料集合体及びGr-4 燃料集合体の気密性試験において、γ線強度の低

い燃料ピン以外の燃料ピンの全捕集ガス量は、それぞれ約 200～360cm3、約 220～440cm3及び

約 310～400cm3であった。Kr-85 の強度が小さかった燃料ピンについてもガス捕集量が小さいも

のの FP ガスは捕集された。これらの結果から、明らかに破損が認められた燃料ピン以外の燃料

ピンの健全性は保たれていたものと考えられる。 
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(a) Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02) 
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(b) Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03) 
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(c) Gr-4燃料集合体(RNAT.506214.016.03.05) 

 
図 2.31 燃料ピン毎のKr-85 のγ線強度 
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図 2.32 Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)の燃料ピン表面の状況（No.1, No.29, No.100, No.103） 

 
 

 
 

(a) 中央部 
 

(b) 上部 
図 2.33 Gr-4 燃料集合体(RNAT.506214.016.03.05)の燃料ピンNo.15の外観写真 
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(a) 燃料ピンNo.10（外周ピン） 
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(b) 燃料ピンNo.64（中央ピン） 

図 2.34 Gr-4 燃料集合体(RNAT.506214.016.03.05)の燃料ピンの直径変化プロファイル 
 
 

 
図 2.35 Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo.78 の直径変化プロファイル 
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(a) Cs、Ruの分布 
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(b) Zr、Zr-Nb、Ce の分布 
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(c) 被覆管からのガンマ線の分布 

 
図 2.36 Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)の燃料ピンNo.64 のγ線強度軸方向分布 
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(c) 被覆管からのガンマ線の分布 

 
図 2.36 Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)の燃料ピンNo.64 のγ線強度軸方向分布 
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図 2.37 Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)の燃料ピンNo.106 のECT 信号 
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図 2.38 Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)の燃料ピンNo.86 のECT 信号 
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(4) 照射後破壊試験結果 

以下に照射後破壊試験の結果を示す。 
 

1) 組織観察 
Gr-1燃料集合体及びGr-2燃料集合体では燃料ピンNo.64を中心に4本の燃料ピンについて組

織観察を行った。Gr-4 燃料集合体の燃料ピンについては、Gr-1 燃料集合体及びGr-2 燃料集合体

との比較のため、燃料ピンNo.64 の組織観察を行うとともに、破損した燃料ピンNo.15 及びその

隣接ピンについて組織観察を行った。 
図 2.39 にGr-1 燃料集合体の燃料ピンの組織を示す。軸方向中央部ではいずれの燃料ピンも中

心空孔が発達しているが、径方向で観るとバンドル中央の燃料ピンNo.64 がもっとも発達してい

る。Gr-2燃料集合体及びGr-4 燃料集合体の燃料ピンも同様の傾向である。 
Gr-1 燃料集合体の燃料ピンNo.78における局所膨れ部の縦断面観察結果を図 2.40 に示す。燃

料組織は空孔密度も低く、緻密な組織となっている。また、大きな亀裂も観られない。このこと

は、照射時の燃料温度が低かったことを示唆している。この現象は Gr-2 燃料集合体で局所膨れ

が発生した燃料ピンでも観察された。 
Gr-2燃料集合体の燃料ピンNo.86の被覆管の縦断面組織を図2.41に示す。燃料ピンNo.86は、

ガスリーク及び被覆管欠陥の可能性が高い燃料ピンである。被覆管内面には結晶粒が脱落したよ

うな領域、内面から外面に向かった亀裂、さらには被覆管製造時に混入したと推定される介在物

が観察されている。 
Gr-4 燃料集合体の破損した燃料ピンである燃料ピンNo.15について述べる。 
図 2.42に径方向断面組織を示す。燃料ピン上部（Sample 8）以外は破損部の組織で、燃料の

脱落が多い。燃料ピン下部から 1508mm（Sample 6a）の部分ではNaと燃料との反応層状の組

織が被覆管内面と燃料の間に認められ、Na の侵入を示唆している。燃料ピン破損部については

全体的にこのような組織が認められた。 
図 2.43 に被覆管研磨組織を示す。燃料ピン下部及び上部（Sample 1, Sample 7a）では被覆管

の破壊は延性破壊である。しかし、中央部（Sample 6a）では主として脆性破壊の様相を示して

おり、脆化あるいは内面腐食による亀裂が入った後、径方向応力により延性破壊したことが示唆

される。さらに、内面の剥離が観られ、内面腐食による結晶粒の脱落が推測される。 
燃料ピン上部（Sample 7a）は、スパイラル破損があった部分の組織である。粒界腐食と粒界

に沿った亀裂が観察される。スパイラル破損部の破断は内面から 1/3 が腐食に伴う亀裂、被覆管

外面側は径方向に約 45°で破損する延性破壊である。 
 

2) 元素分析（EPMA） 
EPMA では、核燃料物質のU、Pu、核分裂生成物のCs、Mo、Xe 等、並びにNa の元素分析、

分布等の測定を行った。 
Gr-1燃料集合体の燃料ピンNo.64の軸方向中心部の半径方向元素分析の結果を図2.44に示す。
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また、局所膨れが発生した Gr-1 燃料集合体の燃料ピン No.78 の径方向 Pu、Ce、Cs、Mo 及び

Xe の分布を図 2.45 に示す。燃料ピン No.64 では、燃料中央部で U、Pu の固溶・均一化が生じ

ているが周辺部では不規則な分布となっている。また、Cs、Mo は低温部へ移行しており、Xe
は燃料から大部分が放出されている。一方、燃料ピンNo.78では、燃料外周部と外周から 1/3 程

度の領域にPu が濃化している部分が認められるものの、初期濃度（製造仕様では 20％）に比べ

てかなり低くなっている。Cs は外周部で濃化しているものの内部においてもCs が観られ、径方

向の温度勾配が緩やかであったことを示唆している。 
Gr-1 燃料集合体の燃料ピン No.64 の軸方向中心部の燃料・被覆管ギャップ部面分析の結果を

図 2.46 に示す。被覆管内面部にCs、Te、Pd、O が集積しているのが認められる。燃料周辺部で

は、特にPuの偏在が観られ、固溶が進まず、充填燃料粒子の組成の違いによるU 濃度が高い相

とPu濃度が高い相が明瞭に区別できる。Gr-2 燃料集合体の燃料ピンにおいても同様な傾向が観

察された。 
Gr-4 燃料集合体の破損燃料ピン No.15 の燃料部におけるNa の分布及びU, Pu 等の定量分析

結果を図 2.47 に示す。外周より 600～800μｍ程度までNa の侵入が観られる。さらに上部の試

験片についても Na が検知されており、Na が破損した全域に亘って侵入しているものと推定さ

れる。 
 

3) 燃焼度測定 
Gr-1 燃料集合体の燃料ピンについては、周辺ピン 2 本と中央ピン 1 本の計 3 本を測定した。

Gr-2 燃料集合体の燃料ピンについては周辺ピン 1 本と中央ピン 1 本、Gr-4 燃料集合体の燃料ピ

ンについては中央ピン 1本で実施した。測定で得られた最高燃焼度を表 2.21 に示す。 
 

表 2.21 燃焼度測定結果 
燃料集合体 Gr-1 燃料集合体 Gr-2 燃料集合体 Gr-4 燃料集合体 
燃料ピンNo. 22, 64, 106 64, 127 64 

最高燃焼度 (%) 7.83 9.81 9.5 
 

4) 燃料内残留ガス測定 
燃料から放出されず燃料中に残留している FP ガス量を Gr-1 燃料集合体の燃料ピン No.64 に

ついて軸方向で 3 点測定した。Kr と Xe を合計したガス量測定値は下部、中央部、上部の順に、

約 0.14 cm3/g、0.022 cm3/g、0.074 cm3/g であり、燃料温度分布と対応して中央が少なく、端部

で多くなっていた。 
 

5) 被覆管密度測定 
被覆管の密度測定はGr-1 燃料集合体及びGr-4 燃料集合体の燃料ピンに対し実施した。 
Gr-1 燃料集合体の燃料被覆管では、照射前の密度が 7.97g/cm3 であったのに対し、燃料ピン

No.64 の中心部では 7.43 g/cm3まで減少していた。スエリング率としては 6.8%に相当する。 
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Gr-4 燃料集合体では、燃料ピン No.15、及び燃料ピン No.15 に隣接する燃料ピン No.10 及び

No.20 から採取した試験片を測定した。照射前の密度が 7.91g/cm3であったのに対し、燃料ピン

No.10 の中心部の被覆管で7.03 g/cm3まで減少し、12.5%のスエリングが生じていることが確認

された。燃料ピンNo.15 のスエリングは 9.4%であった。 
 

6) 被覆管のビッカース硬さ測定 
照射前の被覆管の微小ビッカース硬さは 263～276Hv であった。 
照射後の Gr-1 燃料集合体、Gr-2 燃料集合体及び Gr-4 燃料集合体の被覆管の硬さは、それぞ

れ 274～301Hv、260～290Hv、266～283Hv であり、いずれも大きな照射硬化は認められなか

った。 
 

7) 被覆管のリング引張り試験 
被覆管の機械的特性の変化を測定するため、未照射の被覆管と照射済みの被覆管に対し、リン

グ引張試験を行った。照射済被覆管の試験片はGr-1燃料集合体の燃料ピンNo.64から採取した。 
その結果、照射量の高い燃料ピン中心部では、550℃における降伏伸びが 0%に落ち込み、脆化

が進んでいることが観察された。 
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燃料ピンNo.22 燃料ピンNo.64 燃料ピンNo.106  

 
図 2.39 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料の組織 
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部拡大図（ただし、左右が反転している） 
 

図 2.40 Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo.78 局所膨れ部近傍の組織 
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Macrostructures 

 
1 grinding 3 grinding 

 
5 grinding 

Microstructures 

 
1 grinding   100μm 3 grinding   30μm 5 grinding   30μm 

 
 
 

 
4 grinding  30μm 5 grinding   30μm 6 grinding   30μm 

 

7 grinding  30μm 7 grinding  30μm 7 grinding  30μm 
external side 

 
図 2.41 ガスリークが疑われる燃料ピンの軸方向中央部の縦断面組織 

（Gr-2 燃料集合体(505.020.01.07.03)のNo.86燃料ピン/下端から 1500mm） 
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図 2.44 EPMA による半径方向元素分析 

（Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo.64 中央部） 
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図 2.44 EPMA による半径方向元素分析 

（Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo.64 中央部） 
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図 2.45 EPMA による半径方向元素分析結果 
（Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo.78／ライン1） 
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図 2.46 EPMA による面分析 

（Gr-1 燃料集合体(505.020.02.05.02)の燃料ピンNo. 64 中央部燃料・被覆管ギャップ部） 
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ｅ－ 
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ｅ－ 

 
Na 

 
Position No 

Element 1 3 5 6 7 

O 13 13 16 14 18 

Na 0.2 0 2.2 0.8 7.1 

U 64 51 73 72 67 

Pu 15 32 5 6 5 

 
図 2.47 燃料領域におけるNa分布と定量分析結果 

（Gr-4 燃料集合体(RNAT.506214.016.03.05)の燃料ピンNo.15） 
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(5) 照射後試験結果の考察 

照射後試験を通して得られた照射挙動の内、燃料集合体変形、燃料ピン下部の局所膨れ、及び燃

料ピン破損の要因について検討する。 
 

1) 燃料被覆管及び燃料集合体の変形の要因 
燃料被覆管には ChS-68 オーステナイト鋼が使用され、ダクトには EP-450 フェライト鋼が使

用されている。Gr-1、Gr-2 及びGr-4燃料集合体被覆管は 80dpa で、約 13％のスエリング（Gr-4
燃料集合体の場合）を示し、典型的な ChS-68 鋼のスエリング挙動を示した。これに対し、フェ

ライト鋼はほとんどスエリングしないことが知られている。 
しかし、Gr-1、Gr-2 及びGr-4 燃料集合体では対面間距離の増加を示した。さらに、対面間距

離の増加が大きい部分については、軸方向に周期的な寸法の変化が観察されている。この周期は

ワイヤのピッチに一致する。また、燃料被覆管は楕円形に変形しており（オーバリティ）、この

変形もダクトに近いほど大きくなっている。 
このことから、ダクトの変形は燃料被覆管のスエリングに伴い、燃料バンドルの対面間距離が

増加し、燃料ピンによる外側方向の応力により、ダクトに変形が生じたものと考えられる。 
 

2) 燃料ピン下部の局所膨れの要因 
図 2.32 または図 2.35 に示すように、Gr-1 燃料集合体及び Gr-2 燃料集合体において、燃料ピ

ン下部に局所膨れが観られた。最大変化を示した燃料部のPu濃度をEPMA により測定したとこ

ろ、図 2.45 に示すように燃料外周部にPu スポットが観られ、平均Pu 濃度は 9.7wt.%であった。 
平均 Pu 濃度 9.7wt.%で局所膨れが発生する条件を解析によって推定した。その結果、25mm

の長さにウランゲッターが4g 偏在したと仮定して解析すると、Pu 濃度は 9.3wt.%となった。ま

た、ウランゲッターが純金属ウランであり、酸化すると体積が約 1.7 倍になることから、局所膨

れの発生も説明可能である。 
以上のことから、燃料ピン下部の局所膨れはウランゲッターの偏在によるものと推測できる。 

 
3) Gr-4燃料集合体の燃料ピンNo.15 の破損要因 

Gr-4燃料集合体の燃料ピンNo.15 の破損は約 500mm に亘る軸方向破損と約 60mmに亘るス

パイラル破損からなっている。燃料ピン下端から約 1400mm の位置で破断している。 
EPMA により、破損部全般にNaの侵入が認められること、また、成分的にNa と燃料の反応

も考えられることなどからして、炉内で徐々に亀裂が進展したことが考えられる。しかし、照射

期間中に観測された信号がパルス状であったことを考えると、炉内では大きな破損まで進展しな

かったと考えられる。 
照射終了後、燃料集合体は図2.48に示すフローでRIARまで輸送された。RIAR到着時点では、

燃料集合体の被覆管温度は輸送時間中の崩壊熱の蓄積により数百度になっていた可能性がある。

RIAR では、この状態の燃料集合体を水中で取り出しているので、被覆管が急冷されて相当の熱
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応力が発生したものと考えられる。 
これらのことから、燃料ピンNo.15 は照射下でピンホール破損よりはいくらか大きな亀裂孔が

あき、そこから Na が侵入し、徐々に亀裂が進展したことが推測される。大きな破損は Na 洗浄

時、輸送時の衝撃、RIAR でのホットセルに搬入するまでの水中での取り扱い時に進展したもの

と考えられる。 
燃料ピン上部のスパイラル破損部での破損モードは延性である。延性破損の場合は、軸方向引

張応力が必要となる。燃料ピンの照射後試験前にダクトから燃料バンドルを引き抜いた際の引張

力が 50~60kg であり、かつスエリングや BDI が発生していることから、ダクト内から燃料バン

ドルを取り出す際の応力により破損したものと推定される。 
 

 
 

 
 

図 2.48 燃料集合体の炉心取出しからRIAR ホットセル搬入までの流れ 
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2.3.6  MOX バイパック燃料集合体の信頼性に関する検討 

文部科学省委託事業として実施した本事業では、21 体のMOX バイパック燃料集合体を 5つのグ

ループ（バッチ）に分けて RIAR で製造し、BN-600 で照射した。また、本事業開始前までに、ロ

シア側独自で 6 体、原子力機構との共同研究（3LTA）で 3 体の MOX バイパック燃料集合体の製

造、照射を行っており、合計、30体のMOX バイパック燃料集合体の製造・照射実績が得られた。 
本章では、得られたMOX バイパック燃料集合体の製造、照射及び照射後試験結果に基づき、MOX

バイパック燃料集合体の製造信頼性及び照射信頼性を評価する。 
さらに、サイクル機構（当時）が実施していた FBR サイクル実用化戦略調査研究の結果につい

ても検討する。 
 

(1) MOX バイパック燃料集合体の製造信頼性 
RIAR では、MOX 顆粒燃料製造技術の開発試験を 1970 年代から開始している。1981 年からは

BOR-60 の炉心燃料にMOX 顆粒・振動充填燃料製造技術を適用し、MOX 燃料集合体 500 体、燃

料ピンにして15,000 本以上の製造・照射実績を有する。 
本事業では、このMOX顆粒・振動充填燃料製造技術を適用してBN-600 仕様のMOX バイパッ

ク燃料集合体21 体を製造した。 
 

1) MOX バイパック燃料製造結果 
本事業では兵器級 Pu を用いて 920kg（PuO2量で 207kg）の MOX 顆粒燃料を製造し、その

MOX 顆粒燃料を被覆管に振動充填して合計 3,199 本のMOX バイパック燃料ピンを製造した。 
MOXバイパック燃料集合体は、1体当たり 127 本の燃料ピンを使って組み立て、合計で 21体

（燃料ピン 2667 本）を製造した。 
 

2) 製造時の不具合 
MOX顆粒燃料の製造工程では、Gr-3のMOX 顆粒燃料の製造中に黒鉛坩堝に亀裂が生じて坩

堝周囲の鉛が溶融塩中に流入し、MOX 燃料が鉛で汚染される事象が生じた。この事象後、溶融

塩電解を 3回実施するごとに坩堝を交換するようにしており、その後同様な不具合は発生してい

ない。 
燃料ピン製造工程では、表 2.22 に示すような不具合が発生した。不具合の原因は(3)項に後述

する。 
一方、燃料集合体組立工程では、Gr-3 の燃料集合体製造時に集合体重量が規定重量（102±

1.5kg）を下回るという不具合が発生した。原因は、部品（エントランスノズル等）の重さが軽

かったためである。この燃料集合体についてBN-600炉心の実流動条件で流力解析を行った結果、

炉内で浮き上がることはないとの評価になり、原子炉への装荷が許可された。 
その後、Gr-4, 5 の燃料集合体重量の規定は、102kg 以上と変更された。 
本事業の 21 体の燃料集合体の製造工程の中では、上記以外の不具合は発生しなかった。 
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2.3.6  MOX バイパック燃料集合体の信頼性に関する検討 
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炉内で浮き上がることはないとの評価になり、原子炉への装荷が許可された。 
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表 2.22  製造したMOXバイパック燃料ピンの製造結果 

Gr 
燃料集合体 
製造体数 

被覆管外径 
(mm) 

燃料ピン 
製造結果 

燃料ピン製造時の不具合等 
（カッコ内の数値は発生本数） 

Gr-1 3 6.6 

411 本 
不合格ピン 
21 本(5.1%) 

2.3.7 上部端栓溶接不良(1) 
2.3.8 充填密度・Pu の不均一(16) 
2.3.9 外観不良(変色,傷等)(4) 
2.3.10 ウランゲッター混合不良 

Gr-2 3 6.6 

418 本 
不合格ピン 
23 本(5.5%) 

2.3.11 上部端栓溶接不良(4) 
2.3.12 充填密度・Pu の不均一(15) 
2.3.13 外観不良(変色,傷等) (4) 
2.3.14 ウランゲッター混合不良 

Gr-3 3 6.6 

475 本 
不合格ピン 
70 本(14.7%)

2.3.15 上部端栓溶接不良(16) 
2.3.16 充填密度・Pu の不均一(6) 
2.3.17 下部プラグ不良(48) 
2.3.18 ウランゲッター混合不良 

Gr-4 3 6.9 
508 本 
不合格ピン 
63 本(12.4%)

2.3.19 上部端栓溶接不良(42) 
2.3.20 充填密度・Pu の不均一(1) 
2.3.21 外径変更等による装置調整不良等(20) 

Gr-5 9 6.9 
1387本 
不合格ピン 
136 本(9.8%)

2.3.22 上部端栓溶接不良(41) 
2.3.23 充填密度・Pu の不均一(65) 
2.3.24 外径変更等による装置調整不良等(30) 

計 21 ― 
3,199 本 
不合格ピン 
313 本(9.8%)

歩留率：90.2％ 

 
3) 燃料ピン不具合の原因と対策 

表 2.22 から、上部端栓溶接不良及び充填密度・Pu の不均一がすべてのグループで共通して発

生していることが分かる。上部端栓溶接不良については、溶接電極の修理と再設定を非定期的に

実施する対策が施された。充填密度・Pu の不均一に関しては、混合をマニュアルで実施する対

策が施された。しかし、これらの対策は燃料ピンを安定的に大量生産するには改善の余地があり、

MOX バイパック燃料集合体の製造信頼性を向上させるための課題として更なる検討が必要であ

る。 
グループ固有で発生している不具合については、Gr-3では、下部プラグ（Niメッシュプラグ）

の不良が不具合発生の大きな原因となっている。MOX 顆粒燃料を被覆管に充填する際に、顆粒

燃料が下部ブランケットからプレナム部に入らないようにニッケルメッシュを丸めたプラグが

断熱ペレットの下に入れられている。このニッケルメッシュのプラグがゆるく、充填中に顆粒燃
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料が被覆管との隙間をすり抜けて下部ブランケット側に入ったことが原因と考えられる。本事象

に対しては、ニッケルメッシュの隙間を少なくしてMOX 顆粒燃料が下部ブランケットに入らな

いようにした。この対策後、本事象は生じていない。 
Gr-4、Gr-5では、外径変更等による装置調整不良が不具合の原因となっている。これは、燃料

ピンの仕様がそれまで製造していた Gr-1～Gr-3 とは異なる仕様に変更されたことや、燃料ピン

製造装置の更新により、Gr-4 燃料ピンの製造時に装置調整不足及び作業員の不慣れが発生し、溶

接不良、充填密度の不均一等が生じる原因となった。これに対しては、Gr-5燃料ピンを製造して

行く中で調整した。溶接不具合は、Gr-4の 8.3%からGr-5では 3%となった。 
ウランゲッター混合不良については、燃料製造時の検査では発見されず、照射後試験で一部の

燃料ピンの下端に局所膨れが生じていることが観察されたことから判明したものである。ウラン

ゲッターは燃料カラムの燃料重量のうちの 7％になるように MOX 顆粒燃料中に均等に混ぜる必

要があるが、局所膨れの状況を破壊試験で調査した結果、燃料カラム下部膨れ部は燃料中の Pu
割合が少なく、ウラン量が通常より多いことが判明した。原因を検討した結果、MOX 顆粒燃料

とウランゲッターを手作業で混合する工程を燃料ピンへの振動充填前に行わなかったか、又は不

十分のまま振動充填装置の上部にあるミキサー投入したため、ミキサー底部にウランゲッターが

多く分布し、これが燃料コラム下部に充填されたためと推定された。Gr-4、5 の燃料ピンの製造

に当たっては、振動充填前の混合作業を確実に行った後、振動充填したことにより、Gr-4、5 の

燃料ピンの局所膨れは見られなくなった。 
今後、作業員の手作業工程を省いて均一に混合できるミキサーに改造すること、また充填後の

燃料ピン中のウランゲッターの分布を検査し、不均一な燃料ピンを検出・除外する検査技術を開

発することが望ましい。 
 

4) 燃料被覆管の不具合と対策 
本事業で製造した 21 体の燃料集合体に使用した ChS-68 被覆管素管は、ピエルボウラルスク

工場で製造されたもので、エレクトロスタール社がこの被覆管素管を購入して下部端栓とスペー

サワイヤを取り付け、その検査合格証付の被覆管（半製品）をRIAR が購入したものである。RIAR
では被覆管受入れ時に外観検査、寸法検査等を行っていたが、被覆管の欠陥検査は行っておらず、

ピエルボウラルスク工場での立会検査も行っていなかった。このため、燃料ピン製造時に被覆管

素管に介在物や内部欠陥があることを発見することはできなかった。 
しかし、本事業で製造・照射した燃料集合体で漏洩が発生した燃料ピンについて、照射後試験

を実施した結果、被覆管内部に製造時に入ったと思われる介在物や内部欠陥が幾つも観察された。

照射後破壊試験では貫通亀裂に至った漏洩箇所や原因の特定はできなかったが、この内部欠陥が

照射中に進行し、被覆管の脆化、スエリングに伴う BDI（Bundle-Duct Interaction）による被

覆管への外力をもたらし、これらが重なって貫通亀裂に至り漏洩が生じた可能性が指摘された。 
現在、ピエルボウラルスク工場での ChS-68 被覆管素管製造は行っておらず、エレクトロスタ

ール社がスエリングを抑えた改良 ChS-68 被覆管を製造している。しかし、この被覆管を使用し

て燃料ピンを製造する場合は、被覆管製造の品質管理と内部欠陥検査を含む品質検査を徹底させ
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燃料ピンの局所膨れは見られなくなった。 
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ピエルボウラルスク工場での立会検査も行っていなかった。このため、燃料ピン製造時に被覆管

素管に介在物や内部欠陥があることを発見することはできなかった。 
しかし、本事業で製造・照射した燃料集合体で漏洩が発生した燃料ピンについて、照射後試験

を実施した結果、被覆管内部に製造時に入ったと思われる介在物や内部欠陥が幾つも観察された。

照射後破壊試験では貫通亀裂に至った漏洩箇所や原因の特定はできなかったが、この内部欠陥が

照射中に進行し、被覆管の脆化、スエリングに伴う BDI（Bundle-Duct Interaction）による被

覆管への外力をもたらし、これらが重なって貫通亀裂に至り漏洩が生じた可能性が指摘された。 
現在、ピエルボウラルスク工場での ChS-68 被覆管素管製造は行っておらず、エレクトロスタ

ール社がスエリングを抑えた改良 ChS-68 被覆管を製造している。しかし、この被覆管を使用し

て燃料ピンを製造する場合は、被覆管製造の品質管理と内部欠陥検査を含む品質検査を徹底させ
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る必要がある。 
 

(2) MOX バイパック燃料集合体の照射信頼性 
1) 照射試験結果 

本事業で製造した21体のMOXバイパック燃料集合体をBN-600炉心に装荷し照射した結果、

照射中に 3体の燃料集合体に漏洩が検出されたが、いずれも漏洩レベルはBN-600 の安全運転制

限基準以内であり、全ての燃料集合体は計画した燃焼サイクル末期まで照射を継続し終了した。 
照射された 21 体の MOX バイパック燃料集合体の最大燃焼度は 10.6％h.a.（Gr-2 燃料集合体

505.020.01.07.03）、被覆管の最大照射損傷量は 80.9dpa（Gr-4 燃料集合体 RNAT.506214. 
016.01.05）、最長炉内照射期間（EFPD）は、572 日（Gr-5 燃料集合体）であった。 
本事業で製造した 21体の燃料集合体の照射結果、及び本事業開始前までに製造・照射された 9

体の燃料集合体を合せた合計 30 体の MOX バイパック燃料集合体の照射結果をまとめて表 2.23
に示す。 
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2) 照射後試験結果 
BN-600 で照射した MOX バイパック燃料集合体のうち、Gr-1 の燃料集合体

505.020.02.05.02、Gr-2 の燃料集合体 505.020.01.07.03 及び Gr-4 の燃料集合体

RNAT.506214.016.03.05 の計 3 体の燃料集合体について、照射後試験を行った。これらの

燃料集合体の照射後試験の主な結果は、次のとおりである。 
 

① Gr-1、Gr-2、Gr-4 の MOX バイパック燃料集合体（ダクト）は、照射により炉心中心

側に少し湾曲し、ダクトの面間距離が燃料ピンとの接触（BDI）で増加していることが

認められたが、燃料取出に支障となる異常な変形、ダクト外面腐食等はなく、集合体構

造としては健全であった。 
② Gr-1、Gr-2、Gr-4 燃料集合体の燃料ピンの照射後非破壊試験の結果、燃料被覆管にス

エリングによる外径増加があり、軸方向炉心中央面付近で最大約 4.8％であった。また

スペーサワイヤとの接触によるオーバリティが認められた。ガンマ・スキャニング試験

の結果、Csが低温側の燃料コラム下部に多く移動し蓄積していることが認められた。こ

れらは照射に伴う通常の変化であり、また被覆管の内面腐食は小さく、全体として燃料

ピンの健全性は保たれていた。 
③ Gr-1、Gr-2 の燃料集合体中の一部の燃料ピンの燃料カラム下部に局所膨れが生じてい

たが、対策をしたGr-4の燃料集合体の燃料ピンには局所膨れは認められなかった。 
④ Gr-1燃料集合体の燃料ピンの軸方向炉心中央面から採取した被覆管試料（62dpa）につ

いて機械的特性試験（550℃でのリング引張試験）を行った結果、非照射材（引張強さ

約650MPa、伸び約13％）に対して照射後は引張強さ243MPa、伸び0%となっており、

ChS-68製被覆管は照射脆化が進んでいることが認められた。 
⑤ 本事業で照射した21体のMOXバイパック燃料集合体（燃料ピン数：2,667本）のうち、

5 本の燃料ピンで漏洩が認められた（漏洩が認められた 5 本の燃料ピンに関する照射後

試験結果は⑥～⑫参照）。その他の燃料ピンについては、一部の燃料ピンに局所膨れが

認められたものの、照射中の漏洩、異常な腐食等は見られず健全性が維持された。 
⑥ Gr-1燃料集合体（505.020.02.04.01）の照射後試験の結果、漏洩が生じた燃料ピンNo.26

の被覆管とスペーサワイヤとのスポット溶接箇所に溶接欠陥が認められた。 
⑦ Gr-2燃料集合体（505.020.01.07.03）の燃料ピン気密試験の結果、No.75、No.86、No.100

の3本の燃料ピンに漏洩が認められた。渦電流探傷検査（ECT）により欠陥信号が検出

された燃料ピンNo.86の検出箇所について破壊試験を行った結果、被覆管内に製造時に

生じたと推定される内部欠陥、介在物が認められた。3 本の燃料ピンについて詳細な外

観観察等を行ったが、明確な貫通亀裂は見つからず漏洩箇所は特定できなかった。燃料

ピンNo.75とNo.100 については、燃料カラム下部に局所膨れが認められたが、漏洩箇

所は特定できなかった。 
⑧ Gr-2燃料集合体（505.020.01.07.03）の漏洩が認められた燃料ピンの1本において、被

覆管に直付けしたスペーサワイヤとのスポット溶接部に溶接欠陥が生じていたことが

観察され、照射中に進展して貫通欠陥に至ったことが推定された。 
⑨ Gr-4燃料集合体（RNAT. 506214.016.03.05）の燃料ピンNo.15の軸方向炉心中央部で

破損が生じた。燃料ピンNo.15に隣接する燃料ピンNo.10とNo.20、及び燃料集合体中

央の燃料ピンNo.64の破壊検査を実施したが、被覆管に内部欠陥、内面腐食、局所膨れ
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等は見られず、健全な状態であった。また燃料ピンNo.15を除く他の燃料ピンの外観観

察等でも異常は認められなかった。 
⑩ Gr-4 燃料集合体（RNAT. 506214.016.03.05）の燃料ピンNo.15 のみに異常が発生し、

漏洩・破損に至った原因について詳細検査を行った。その結果、破損箇所付近の被覆管

内面に多くの亀裂があり、製造時にできたと思われる内部欠陥、介在物、硫黄等の不純

物が認められた。また、EPMAの結果、燃料ピン内に照射中に開口部から侵入したNa
又はNaと燃料が反応した化合物と思われるものが認められた。 
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(3) FBRサイクル実用化戦略調査研究におけるMOXバイパック燃料技術の評価 
原子力機構では、FBR サイクル実用化戦略調査研究フェーズⅠを 1999 年～2001 年に実施

し、FBRの核燃料サイクルシステムの候補技術の一つとして、溶融塩電解法（酸化物電解法）

により使用済燃料を再処理した後、電解析出させたU-Pu 混合析出物からMOX 顆粒燃料を製

造し、被覆管に振動充填する燃料製造法（振動充填法）によりMOX燃料集合体を製造するシ

ステム技術を選定した。 
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フェーズⅡは 2001 年～2006 年に実施され、FBR サイクルに適用する 4 つの燃料サイクル

システム技術の候補概念について、安全性、経済性、環境負荷低減性、資源有効利用性、核拡

散抵抗性の観点から比較評価した。その結果、酸化物電解法と振動充填法を組み合わせた燃料

サイクルシステム・技術は、次のとおり評価された。 
注：[1] 平成18年度 第16回原子力委員会定例会議 配付資料1-3「高速増殖炉サイクル

の実用化戦略調査研究フェーズⅡの成果（概要）」、原子力機構、日本原電、2006 
 

① 使用済酸化物燃料から電気分解の原理によってUO2及びMOXを回収する酸化物電解法再

処理、及び回収物を粉砕して得られる燃料顆粒を被覆管内に充填する振動充填法燃料製造

は、金属電解法と同様に工程が簡素である。 
② 経済性をはじめ、全ての設計要求に適合する可能性が示された。 
③ MOX回収やMA回収などについては原理確認の途上にあり、塩素ガスや酸素ガスを使用

することに起因する材料腐食への対策、遠隔保守・補修技術の開発、燃料顆粒の品質管理

など、多くの技術課題がある。 
④ 技術的実現性は他の概念に比べて低い。 
⑤ 国内開発インフラの整備も必要であり、開発には長期を要する見込みである。 

 
このため、日本における FBR 燃料サイクルシステムの実用化を目指す候補システム・技術

としては、酸化物電解法と振動充填法を組み合わせたMOXバイパック燃料製造技術は採用さ

れなかった。 
 

(4) MOXバイパック燃料集合体の信頼性に係るまとめ 
本事業で実施した 21 体の燃料集合体と本事業前に実施された 9 体の燃料集合体とを合せ、

計30体（燃料ピン3,810本）のMOXバイパック燃料集合体の製造・照射実績が得られた。 
MOX バイパック燃料の製造過程においては幾つかの不具合が発生し、また照射及び照射後

試験過程において6本の燃料ピンに漏洩が生じたが、いずれもBN-600の運転に支障を与える

ことなく、計画した全て燃焼サイクルまで照射することができた。つまり、合計 30 体の燃料

集合体で使用されていていた3,810本の燃料ピンの内、3804本の燃料ピンの照射中の健全性は

維持されており、MOXバイパック燃料集合体が高速炉（BN-600）に適用できることが実証さ

れた。 
しかし、今後、BN-600及びBN-800において解体Pu 処分のための燃料集合体としてMOX

バイパック燃料集合体を使用する場合、年間約250体の燃料集合体製造が必要であり、工業規

模で安定した品質の燃料集合体を製造し供給する技術・装置の開発が必要である。 
このため、製造過程で生じた不具合の防止、燃料被覆管の品質向上と品質管理、燃料ピン端

栓溶接の品質管理、MOX 顆粒燃料及びウランゲッターの混合・分布の均一性の確保とその検

査技術の改良が必要である。また、工業規模での量産のための工程管理、品質管理の確立が必

要である。 
更に、現在使用している被覆管材料ChS-68の耐照射損傷量は83dpa程度が使用限界である

ので、今後の高燃焼度化に対応する燃料被覆管材料の開発・改良も必要である。 
一方、原子力機構でも「将来の燃料サイクルシステム技術の一つとすること」、及び「ロシ

アの解体Pu処分に貢献すること」にMOXバイパック技術を適用するため、FBRサイクル実
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用化戦略調査研究が行われた。しかし、検討の結果、様々な課題があることから、日本におけ

るFBR燃料サイクルシステム・技術として採用することは見送られた。 
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3. ロシアの解体核処分に果たした意義 

原子力機構は、動燃事業団・サイクル機構の時代から FBR の燃料製造技術の一つとしてバ

イパック燃料の研究開発を行ってきた。ロシアでは、RIARが、溶融塩電解法（酸化物電解法）

で製造したMOX顆粒燃料を被覆管に振動充填するバイパック燃料製造技術を開発・実用化し、

BOR-60の標準燃料集合体の製造に用いて実績を蓄積していた。 
一方で、米露の核軍縮に伴う解体 Pu の処分方法の一つとして、解体 Pu を使用した MOX

バイパック燃料集合体を製造し、ロシアの高速炉で燃焼・処分するオプション（BN-600 バイ

パックオプション）が検討されていた。 
このような背景から、2001年に原子力機構（当時、サイクル機構）とRIARは、MOXバイ

パック燃料集合体に関する共同研究契約を締結して、MOX バイパック燃料集合体の製造、

BN-600 での照射試験、RIAR での照射後試験を実施し、高速炉への適用性・信頼性を実証・

評価する研究を 2010 年まで行ってきた。この MOX バイパック燃料集合体信頼性実証試験等

の結果は、前章までに述べたとおりである。 
本章では 2011 年以降の、ロシアの解体 Pu 処分における MOX バイパック燃料オプション

の位置付け、適用見通し等について示す。 
 
3.1 解体Pu処分に関する米露協定の改定 

(1) 2000年米露協定改定に関する経緯 
米露の余剰核兵器解体に伴い発生する解体 Pu を核兵器に再使用できない形に処分するた

めの米露協定（2000年米露協定）は、第1章で述べたように、2000年9月に両国間で調印

された。この時点の協定では、ロシアの解体 Pu 処分の基本シナリオとして、ロシア型軽水

炉（VVER：4基）、BN-600（フルMOX炉心）及びBOR-60で処分するとしていた。そし

て、2002 年 12 月に軽水炉を主体とし、解体Pu をMOX ペレットにして処分することを優

先することで米露が大枠合意した。 
ところが、米露協力に関する賠償責任免除（協力した施設などで原子力事故が生じた場合

に協力した国にその責任を問わないとする条項）について、どの範囲まで適用するかの議論

が米露間で続き、またロシア側の資金不足から解体Pu 処分が進展しなかった。 
2006 年頃になって、ようやく解体 Pu 処分の検討が再開されたが、ロシア側が VVER で

処分する軽水炉オプションではMOXペレット燃料製造施設等に膨大な経費がかかるとして、

その実施に難色を示した。このため、ロシアは、基本的目標としていた高速炉を中心とした

クローズド燃料サイクルの確立に沿った高速炉オプションと高温ガス炉オプション

（GT-MHR での処分）を提案し、米露間で検討が行われた 0 。高速炉オプションについて

は、BN-600 のハイブリッド炉心及びフル MOX 炉心、BN-800 のフル MOX 炉心での処分

が検討され、使用する MOX 燃料については、MOX ペレット燃料及び MOX バイパック燃

料が検討された。2006年7月の米露共同声明では、BN-600のハイブリッド炉心（MOX燃

料を23%入れた炉心）による解体Pu先行処分の検討を開始することが謳われた。 
米露間での検討の結果、ロシアでの解体 Pu 処分に高速炉オプションを適用することが合

意され、高速炉オプションを実施する場合の炉心条件、照射済み燃料の再処理に係る条件、

ロシアに対する米国の資金協力等の詰めの協議を経て、2010年4月に2000年米露協定改定

の調印が行われた。 

JAEA-Review 2012-044

- 90 -

JAEA-Review 2012-044

- 91 -



JAEA-Review 2012-044 
 

- 90 - 

 
3. ロシアの解体核処分に果たした意義 

原子力機構は、動燃事業団・サイクル機構の時代から FBR の燃料製造技術の一つとしてバ

イパック燃料の研究開発を行ってきた。ロシアでは、RIARが、溶融塩電解法（酸化物電解法）

で製造したMOX顆粒燃料を被覆管に振動充填するバイパック燃料製造技術を開発・実用化し、

BOR-60の標準燃料集合体の製造に用いて実績を蓄積していた。 
一方で、米露の核軍縮に伴う解体 Pu の処分方法の一つとして、解体 Pu を使用した MOX

バイパック燃料集合体を製造し、ロシアの高速炉で燃焼・処分するオプション（BN-600 バイ

パックオプション）が検討されていた。 
このような背景から、2001年に原子力機構（当時、サイクル機構）とRIARは、MOXバイ

パック燃料集合体に関する共同研究契約を締結して、MOX バイパック燃料集合体の製造、

BN-600 での照射試験、RIAR での照射後試験を実施し、高速炉への適用性・信頼性を実証・

評価する研究を 2010 年まで行ってきた。この MOX バイパック燃料集合体信頼性実証試験等

の結果は、前章までに述べたとおりである。 
本章では 2011 年以降の、ロシアの解体 Pu 処分における MOX バイパック燃料オプション

の位置付け、適用見通し等について示す。 
 
3.1 解体Pu処分に関する米露協定の改定 

(1) 2000年米露協定改定に関する経緯 
米露の余剰核兵器解体に伴い発生する解体 Pu を核兵器に再使用できない形に処分するた

めの米露協定（2000年米露協定）は、第1章で述べたように、2000年9月に両国間で調印

された。この時点の協定では、ロシアの解体 Pu 処分の基本シナリオとして、ロシア型軽水

炉（VVER：4基）、BN-600（フルMOX炉心）及びBOR-60で処分するとしていた。そし

て、2002 年 12 月に軽水炉を主体とし、解体Pu をMOX ペレットにして処分することを優

先することで米露が大枠合意した。 
ところが、米露協力に関する賠償責任免除（協力した施設などで原子力事故が生じた場合

に協力した国にその責任を問わないとする条項）について、どの範囲まで適用するかの議論

が米露間で続き、またロシア側の資金不足から解体Pu 処分が進展しなかった。 
2006 年頃になって、ようやく解体 Pu 処分の検討が再開されたが、ロシア側が VVER で

処分する軽水炉オプションではMOXペレット燃料製造施設等に膨大な経費がかかるとして、

その実施に難色を示した。このため、ロシアは、基本的目標としていた高速炉を中心とした

クローズド燃料サイクルの確立に沿った高速炉オプションと高温ガス炉オプション

（GT-MHR での処分）を提案し、米露間で検討が行われた 0 。高速炉オプションについて

は、BN-600 のハイブリッド炉心及びフル MOX 炉心、BN-800 のフル MOX 炉心での処分

が検討され、使用する MOX 燃料については、MOX ペレット燃料及び MOX バイパック燃

料が検討された。2006年7月の米露共同声明では、BN-600のハイブリッド炉心（MOX燃

料を23%入れた炉心）による解体Pu先行処分の検討を開始することが謳われた。 
米露間での検討の結果、ロシアでの解体 Pu 処分に高速炉オプションを適用することが合

意され、高速炉オプションを実施する場合の炉心条件、照射済み燃料の再処理に係る条件、

ロシアに対する米国の資金協力等の詰めの協議を経て、2010年4月に2000年米露協定改定

の調印が行われた。 
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一方、解体 Pu 処分と直接的な関係はないが、米露が原子力分野での協力を行う場合、米

国の原子力基本法第123条の規定により相手国との協定締結が必要とされている。この123
協定は、2008 年 5 月に米露間でサインされ、米国議会に提出されたが、ロシアのグルジア

侵攻、イランへの原子力発電所建設協力問題が起こったことから、米国議会での審議がスト

ップし、ブッシュ大統領は2008年9月にこの123協定を一旦議会から引き上げた。その後、

グルジア侵攻が終わったことを受け、2010 年 5 月にオバマ大統領は再度 123 協定を米国議

会に提出し、2010年12月に承認、2011年1月に発効となった[12]。 
ロシア国内では、米国側の対応の進展を受け、解体 Pu 処分に関する 2000 年米露協定改

定の国内手続きが進み、2011 年 5 月にロシア国会(下院)での批准手続き、2011 年 6 月にロ

シア大統領の承認がなされた。 
これにより、米露両国内の 2000 年米露協定改定に関する手続きが終了し、米国のクリン

トン国務長官とロシアのラブロフ外務大臣の調印式を経て、2011年7月13日に改定された

協定が発効した[14]。 
 

(2) 改定された2000年米露協定の変更点 
2011年7月に発効した解体Pu処分に関する2000年米露協定改定において、改定された

主な条項は次のとおりである[15], [16]。 
Article Ⅲ： ロシアにおける解体Pu処分は、軽水炉オプションが除かれ、高速炉（BN-600

と BN-800）と高温ガス炉（GT-MHR）で処分する計画に変更する。また、

BN-600 に関しては解体 Pu 処分を開始する前にブランケットを削除し、

BN-800に関しては解体Pu 処分を行っている間は増殖比を1未満にする。 
Article Ⅵ： 照射した燃料の再処理は、次の場合を除いて行わない。 

・ BN-600 又は軽水炉で照射したウラン燃料の再処理により新たな兵器級

Puの分離・蓄積が生じない場合。 
・ クローズドサイクル技術の研究開発目的で行う BN-800 又は軽水炉の照

射済み燃料の 30%までの再処理。但し新たな兵器級 Pu の分離・蓄積が

生じない場合。 
Article Ⅸ： 米国は、ロシアが行う解体Pu 処分に400万ドルを提供する。（費用内訳は、

ANNEX on Assistance のAttachment に記載されている。） 
ANNEX： Technical Specification SectionⅡではBN-600とBN-800の照射燃料の燃焼

度を規定。 
Key Program Elements で設定された目標工程では、BN-800の建設は2013
～2014年に、BN-600の改造は2013～2014年に完了。MOX燃料製造施設

は2011～2012年に完成。解体Pu処分の開始は2018年。 
（なお、米国側の解体Pu処分は、2016年までにMOXペレット燃料製造施

設を完成させ、2018年から軽水炉（4基）で処分を開始する工程としている。） 
 
3.2 ロシア高速炉における解体Pu処分オプション 

ロシアにおける解体Pu処分は、上述したように、高速炉（BN-600, BN-800）で処分すると

している。 
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(1) BN-600における解体Pu処分 
BN-600 における解体 Pu 処分については、第 1 章で述べたように、ハイブリッド炉心、

フル MOX 炉心の検討が日露共同研究として実施された。その結果、ハイブリッド炉心化

（23%をMOX燃料）は、技術的に問題はなく可能と評価された。フルMOX炉心化は、燃

料集合体構造の変更（上部ブランケットをNaプレナムに変更）、一次Na循環ポンプの改造

等を行うことにより可能と評価された。 
BN-600 自体に関しては、1980 年 4 月に運転を開始して以降、平均設備利用率約 74%で

順調に運転されており、2010年4月で運転期間が30年に達した。ベロヤルスク発電所では、

BN-600 の運転寿命延長を図るためプラント機器の健全性評価、蒸気発生器の取り換え等を

行い、更に 2020 年までの 10 年間の運転期間延長のライセンスを得た。また、2025 年まで

の延長可能性についても検討している[17]。 
BN-600 を使用して解体 Pu 処分を行う場合、ハイブリッド炉心では年間約 0.3ton、フル

MOX炉心では年間約1.3tonの処分が可能になる。 
2000年米露協定では、BN-600での解体Pu処分は2007年頃から開始する想定であった。

しかしながら、前章で述べたように、BN-600 で解体 Pu 処分を実施するためには、ハイブ

リッド炉心ではブランケットの削除等を、フルMOX炉心では燃料集合体構造の変更（上部

Naプレナム）及び一次系冷却ポンプの改造等を2014年までに行う必要がある。このような

対策を実施した後、解体 Pu 処分を開始することができるようになるが、BN-600 の運転期

間が限られているため、BN-600 において解体 Pu 処分を実施する可能性は低いと考えられ

る。つまり、ハイブリッド炉心では0.3ton/年しか処分できないため有効性に疑問が残り、フ

ルMOX炉心ではBN-600の運転期間の制限から処分自体が開始できない可能性がある。 
 

(2) BN-800における解体Pu処分 
BN-800 は、ベロヤルスク原子力発電所第 2 サイトで 2014 年の完成を目指して建設中で

ある。2012 年 2 月現在、原子炉建屋等は地上３階レベルまで建設が進んでおり、原子炉容

器等の主要機器の設置も並行して進んでいる[18]。2012 年 2 月 17 日の Nuclear.ru の記事に

よると、原子炉周囲のガードベッセルの漏洩試験も終了し、2013年9月に初臨界、2014年

第１四半期に運転開始としている。しかし、2012 年１月 26 日の Nuclear.ru のニュースで

は初臨界を 2014 年 9 月と伝えており、建設工程が順調に進んでいるとは言えないようであ

る[19], [20], [21], [22]。 
2000年協定の改定版によると、BN-800での解体Puの本格処分は2018年頃から開始し、

全炉心にMOX燃料を装荷すると、約1.3ton/年の処分が可能になる。 
しかしながら、次章で述べるように、BN-800のMOX燃料製造施設の建設が遅れており、

2013年または2014年までに全炉心分（約570体）のMOX燃料の製造を完了させることが

できないため、初期炉心は、ウラン燃料とMOX燃料（ペレット燃料とバイパック燃料)の混

成炉心になるとのことである。従って、当初の BN-800 における解体 Pu 処分は、MOX 燃

料の装荷割合によるが、1.3ton/年より下回る見込みである。 
 
3.3 MOXバイパック燃料集合体による解体Pu処分の見通し（解体Pu 処分に果たす役割） 

解体 Pu 処分に使用する MOX 燃料集合体については、MOX ペレット燃料と MOX バイパ

ック燃料のどちらを主体にするか、2000 年頃から関係機関の間で長く議論されてきた。2008
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2013年または2014年までに全炉心分（約570体）のMOX燃料の製造を完了させることが

できないため、初期炉心は、ウラン燃料とMOX燃料（ペレット燃料とバイパック燃料)の混

成炉心になるとのことである。従って、当初の BN-800 における解体 Pu 処分は、MOX 燃

料の装荷割合によるが、1.3ton/年より下回る見込みである。 
 
3.3 MOXバイパック燃料集合体による解体Pu処分の見通し（解体Pu 処分に果たす役割） 
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ック燃料のどちらを主体にするか、2000 年頃から関係機関の間で長く議論されてきた。2008
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～2009年頃は、RIARが開発したMOXバイパック燃料を主体とし、MOXバイパック燃料の

製造施設の検討も行われていたが、2012年現在は、MOXペレット燃料を主にする方向になっ

ている。この状況に至るまでの経緯を以下に示す。 
 

(1) 2009年までの状況 
日本は 1999 年のG8 サミットにおいて、運転実績が良好であるBN-600 とRIAR が開発

したバイパック燃料技術を用いた燃料製造施設とを組み合わせて解体 Pu 処分を行う

BN-600バイパックオプションを提案した。しかし、MOXバイパック燃料の製造とBOR-60
での照射実績は多くあるもののBN-600での照射実績が少ないことから、旧動燃事業団はロ

シアと共同して BN-600 での 3 体の MOX バイパック燃料集合体の先行照射試験、BN-600
のハイブリッド炉心及びフルMOX炉心の解析、RIARのバイパック燃料製造施設の改造（約

50体/年の製造能力）等を実施した。また、2004年度からは文部科学省の委託事業として21
体のMOXバイパック燃料を照射することによる信頼性実証試験が開始された[23]。その結果、

2008 年～2009 年頃には、ロシアでの解体 Pu 処分は、MOX バイパック燃料を使用して高

速炉で処分する方法（バイパックオプション）を主に進める方向になった[24], [25]。 
しかし、BN-600における21体のMOXバイパック燃料集合体の照射試験において、5本

の燃料ピンに漏洩が生じ、そのうちの1本の燃料ピンが破損する事象が発生した。前章に述

べたように、この原因は被覆管の製造欠陥に起因するものと結論付けられたが、ロシア側は

バイパック燃料の照射信頼性について更に追加試験を行うこととし、日本側は耐照射性能が

良いPNC316 被覆管を提供し、ロシア側のChS-68被覆管と合わせて追加試験を行うことを

提案した。しかし、2012 年 2 月現在、種々の事情により、日本側からの被覆管材料の提供

は行われていない[26], [27]。 
 

(2) 2010年～2011年の間の変化 
RIARは、2010年5月の IAEAの会議において、BN-800 に装荷するMOX 燃料の製造・

再処理にはRIARが開発したバイパック燃料技術と乾式再処理を基本技術として適用し、年

間燃料交換本数の最大30％（3.5～4tonMOX/年）を製造する計画を発表している[28]。 
一方、Rosatom は、BN-600でのMOXバイパック燃料集合体の照射試験において漏洩が

生じた燃料ピンが発生したことから、MOX バイパック燃料の信頼性の確認するための更な

る試験が必要であると考えていた。このため、BN-600及びBN-800での解体Pu処分にMOX
バイパック燃料を使用するという当初の方針を変更し、ペレット燃料を主とする方針に切り

替えようとしていた。 
加えて、BN-800 の炉心燃料は、前章で述べたように、全炉心に MOX 燃料を装荷する計

画であったが、MOX 燃料製造施設の建設が遅れているため、初期炉心の燃料は、ウランペ

レット燃料とMOX燃料（ペレット燃料とバイパック燃料）の混成炉心（バイブリッド炉心）

にすることが検討されている。 
ロシア側が、BN-800 の燃料をMOX バイパック燃料主体からMOX ペレット燃料主体に

変わってきた理由・状況は、次の通りである。 
 

① IPFM（International Panel Fissile Materials）の2010年8月30日の記事によると、

「RosatomはBN-800の初期炉心をウラン燃料とMOXペレット燃料及びMOXバイパ
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ック燃料とすることを検討している。MOX バイパック燃料は、100 体を RIAR で製造

し、MOX ペレット燃料は Mayak で製造する。現時点で、Rosatom が全炉心に MOX
バイパック燃料を使用するかは不確かである」と発表されている。 

② Nuclear.ruの2011年5月30日の記事によると、MCC（Mining-Chemical Combine：
鉱業化学コンビナート）のGavrilov所長がインタビューに対し、「MCCではバイパッ

ク燃料製造とペレット燃料製造について検討してきた。最近、フランスの MELOX の

MOX 燃料製造施設の視察も行った。MCC ではMOX ペレット燃料製造に関心があり、

2014年に製造を開始するスケジュールを考えている」と答えている。 
③ Nuclear.ruの2011年6月2日の記事によると、Rosatom のアレキサンダー・ロキシン

第一次官は、「BN-800 の初期段階は、混合炉心（バイパック燃料、ペレット燃料、ウ

ラン燃料）で運転される。異なる燃料の挙動によって、どちらに進むかを決定する。最

初の計画では、MOXバイパック燃料を使用する計画であったが、（バイパック燃料の）

全ての問題を取り除くには時間が足りない上、炉心のより多くの部分に燃料装荷するに

はMOXバイパック燃料製造施設の規模に問題がある。このため、混成炉心を使用する

ことが決定された。」と述べている[31]。 
④ また、ロキシン第一次官は、「BN-800の建設は、全力で行われており、2013年までに

完成するであろう。しかしながら、原子炉は燃料なしで運転できないので、最初は混成

炉心が使用されるであろう。運転中はこれらの燃料又は他の燃料が追加で装荷される。

バイパック燃料の最初のバッチは、RIAR で製造されるであろう。製造サイトは、次の

5年間で特定される。」と述べている[31]。 
⑤ 更に、ロキシン第一次官は、「最初の段階では、MCCが、MOXペレット燃料の製造ホ

ストになる競争に勝った。しかし、近い将来、この競争が再び起こると予想している。

高速中性子炉を用いる閉じた核燃料サイクルの基本的原則として、BN 炉の燃料のリサ

イクルと製造を行う施設は、原子炉と同一サイトにあるべきである。これは 20 年から

25年先になるであろう。」と付け加えた[31]。 
 

(3) 現時点（2011年末～2012年初頭）の状況 
Nuclear.ru の 2011 年 12 月 6 日のニュースによると、BN-800 の炉心と燃料について

BN-800建設プログラム責任者のOleg Saraev 所長は、2011年12月6日にモスクワで開催

された原子力産業供給者フォーラムATOMEX2011において、次にように述べている[32]。 
「PA Mayak のPaketsi施設でMOXペレット燃料製造を行っており、2011年末前までに

BN-800 燃料ピンへの装填が開始されるであろう。BN-800 は、運転初期は、酸化ウラン燃

料、MOXペレット燃料、MOXバイパック燃料の混成炉心（ハイブリッド炉心）になるであ

ろう。MOX燃料混成炉心に、最初に装荷するペレットと燃料棒は、PA Mayak で製造され、

燃料集合体はRIARで製造される。RIARは、バイパック燃料も製造する。 
将来技術のバイパック燃料技術は、ペレット燃料技術に比べ、幾つかの優位点がある。し

かし、残念なことに、本技術の現状では、設計燃焼度を達成するようにすることができなか

った。BN-800 の混成炉心に使用されるバイパック燃料は、BN-600 で実施された試験結果

により支持されている。もしBN-800混成炉心の中のバイパック燃料が、我々が期待してい

る結果を実証できれば、この技術は明らかに更に発展するであろう。 
BN-800の全炉心をMOXペレット燃料にシフトするため、年産約400体の燃料集合体を
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ック燃料とすることを検討している。MOX バイパック燃料は、100 体を RIAR で製造

し、MOX ペレット燃料は Mayak で製造する。現時点で、Rosatom が全炉心に MOX
バイパック燃料を使用するかは不確かである」と発表されている。 

② Nuclear.ruの2011年5月30日の記事によると、MCC（Mining-Chemical Combine：
鉱業化学コンビナート）のGavrilov所長がインタビューに対し、「MCCではバイパッ

ク燃料製造とペレット燃料製造について検討してきた。最近、フランスの MELOX の

MOX 燃料製造施設の視察も行った。MCC ではMOX ペレット燃料製造に関心があり、

2014年に製造を開始するスケジュールを考えている」と答えている。 
③ Nuclear.ruの2011年6月2日の記事によると、Rosatom のアレキサンダー・ロキシン

第一次官は、「BN-800 の初期段階は、混合炉心（バイパック燃料、ペレット燃料、ウ

ラン燃料）で運転される。異なる燃料の挙動によって、どちらに進むかを決定する。最

初の計画では、MOXバイパック燃料を使用する計画であったが、（バイパック燃料の）

全ての問題を取り除くには時間が足りない上、炉心のより多くの部分に燃料装荷するに

はMOXバイパック燃料製造施設の規模に問題がある。このため、混成炉心を使用する

ことが決定された。」と述べている[31]。 
④ また、ロキシン第一次官は、「BN-800の建設は、全力で行われており、2013年までに

完成するであろう。しかしながら、原子炉は燃料なしで運転できないので、最初は混成

炉心が使用されるであろう。運転中はこれらの燃料又は他の燃料が追加で装荷される。

バイパック燃料の最初のバッチは、RIAR で製造されるであろう。製造サイトは、次の

5年間で特定される。」と述べている[31]。 
⑤ 更に、ロキシン第一次官は、「最初の段階では、MCCが、MOXペレット燃料の製造ホ

ストになる競争に勝った。しかし、近い将来、この競争が再び起こると予想している。

高速中性子炉を用いる閉じた核燃料サイクルの基本的原則として、BN 炉の燃料のリサ

イクルと製造を行う施設は、原子炉と同一サイトにあるべきである。これは 20 年から

25年先になるであろう。」と付け加えた[31]。 
 

(3) 現時点（2011年末～2012年初頭）の状況 
Nuclear.ru の 2011 年 12 月 6 日のニュースによると、BN-800 の炉心と燃料について

BN-800建設プログラム責任者のOleg Saraev 所長は、2011年12月6日にモスクワで開催

された原子力産業供給者フォーラムATOMEX2011において、次にように述べている[32]。 
「PA Mayak のPaketsi施設でMOXペレット燃料製造を行っており、2011年末前までに

BN-800 燃料ピンへの装填が開始されるであろう。BN-800 は、運転初期は、酸化ウラン燃

料、MOXペレット燃料、MOXバイパック燃料の混成炉心（ハイブリッド炉心）になるであ

ろう。MOX燃料混成炉心に、最初に装荷するペレットと燃料棒は、PA Mayak で製造され、

燃料集合体はRIARで製造される。RIARは、バイパック燃料も製造する。 
将来技術のバイパック燃料技術は、ペレット燃料技術に比べ、幾つかの優位点がある。し

かし、残念なことに、本技術の現状では、設計燃焼度を達成するようにすることができなか

った。BN-800 の混成炉心に使用されるバイパック燃料は、BN-600 で実施された試験結果

により支持されている。もしBN-800混成炉心の中のバイパック燃料が、我々が期待してい

る結果を実証できれば、この技術は明らかに更に発展するであろう。 
BN-800の全炉心をMOXペレット燃料にシフトするため、年産約400体の燃料集合体を
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商業ベースで製造するための製造ラインがMCC に設置される予定である。この製造ライン

を2014年後期に立ち上げ、BN-800のフルMOX炉心を2017年前に完成すべく、MOX炉

心の形成プロセスが開始する。そして、解体 Pu 処分に関する米国との合意書に記載されて

いるように、2018年から、炉心は、兵器級プルトニウムを使用して形成されるであろう。サ

ラエフ氏によると、Paket施設のアップグレードへの投資額を条件に、MayakでのMOX 燃

料製造は継続されるであろう。 
このこと（Paket 施設での製造）は、MCC での MOX 燃料製造が何らかの理由で遅れる

場合、2015年及び2016年の一部にかけての（製造遅れ）リスクを補償することを許容する

であろう。もし何も遅れがない場合は、PA Mayak は、BN-600の混成炉心の（MOX燃料）

製造を行うことができる。このケースでは、BN-600 は、本質的に、増殖ブランケットから

のプルトニウムを使用して運転が可能である。」 
 
3.4 まとめ 

以上に示したように、高速炉（BN-600及びBN-800）で解体Pu処分に使用するMOX燃料

は、2009年頃まではMOXバイパック燃料とされていたが、BN-600での照射試験の結果、漏

洩が生じた燃料ピンがあったことから、更にその信頼性を実証する試験が必要とされ、ロシア

側はBN-600での追加試験を行っている。 
BN-800の建設プロジェクト責任者のSaraev所長が述べているように、ロシア側は、MOX

バイパック燃料について、「将来技術のバイパック燃料技術は、ペレット燃料技術に比べ、幾

つかの優位点がある。しかし、残念なことに、本技術の現状では、設計燃焼度を達成するよう

にすることができなかった。BN-800 の混成炉心に使用されるバイパック燃料は、BN-600 で

実施された試験結果により支持されている。もし BN-800 混成炉心の中のバイパック燃料が、

我々が期待している結果を実証できれば、この技術は明らかに更に発展するであろう。」と評

価している。 
現時点では、MOX バイパック燃料は、解体 Pu 処分に適用する燃料として最有力候補の位

置付けとなっていないが、BN-800の初期炉心燃料の一部としては製造・装荷する計画である。

2014 年までに製造・装荷されるバイパック燃料の数量に関する情報はないが、原子力機構が

RIARとの共同研究の一つとして実施したRIARのバイパック燃料製造装置を使用すれば、年

間約50体のMOXバイパック燃料集合体の製造が可能である。 
これまでのMOXバイパック燃料に関する原子力機構とロシア側の日露協力の成果が生かさ

れ、解体Pu処分に貢献することを期待したい。 
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 舟田敏雄他、「ロシア余剰核兵器解体プルトニウム処分協力-バイパックMOX燃料を用いた

燃焼処分技術の現状」日本原子力学会誌Vol.44, No6（2002年6月発行）、（日本原子力学

会 発刊） 
 新谷聖法他、「ロシアの核兵器解体プルトニウムを高速炉BN-600で燃焼」Plutonium No.38 

（季刊2002年夏号）（(社)原子燃料政策研究会 発刊）  
 川太徳夫、「日露協力によるロシア解体プルトニウム処分について-BN600バイパック燃料

オプション」、Science & Technology Journal 第11巻第10号 （2002年10月発行）（(財)
科学技術広報財団 発刊） 

 川太徳夫他、「BN600フルMOX化のためのフィージビリティスタディ」サイクル機構技
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以上 
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付録2  BN600バイパックオプションの技術 
 
現状技術で達成可能な解体プルトニウムの処分方法として、BN600 バイパックオプションに

よる処分方法の概念を模式的に図に示す。 
BN600バイパックオプションは、核弾頭解体後の金属プルトニウムを乾式法による転換の後、

振動充填法によりバイパック MOX 燃料として、ロシアの高速炉 BN600 で燃焼処分しようとい

う方法。この燃料製造技術は、将来の原子力のエネルギー利用を考えた場合、有力な選択肢の一

つ。原子力機構は、解体プルトニウムの処分に協力するとともに、先進的な燃料サイクル技術に

ついて研究を進め、燃料のコストダウンと高度化を目指している。 
最も実績のある方法としては、従来のMOX燃料製造技術の主流である工程（湿式転換工程）

を経て、プルトニウムの酸化物（PuO2）を作り、ペレット燃料製造技術を用いて MOX ペレッ

ト燃料に加工し、これを軽水炉等で燃焼する（プルサーマル）方法がある。これらの軽水炉

（VVER1000）、高速炉（BN600）で燃焼された燃料は、現在の計画ではクラスノヤルスクに使

用済み燃料貯蔵施設を建設し、全体の処分が終了するまでここに貯蔵されることになっている。 
この他、燃焼炉としてカナダで開発されたCANDU 型の重水炉を用い、MOXペレット燃料を

燃やす（CANDU オプション）方法、またGA、MINATOM（当時、現 ROSATOM）を中心に

検討されている方法であるが、粒状燃料を作り、ガスタービンモジュール型高温ガス炉

（GT-MHR）によって燃やす（ガス炉オプション）方法も考えられる。 
一方、燃焼処分以外の方法として考えられるのが固定化で、セラミックに固化したプルトニウ

ムを高レベル廃棄物とともにキャニスターに封入し、地層処分する方法である。但し、この方法

は原子炉での燃焼処分のように核変換により兵器級プルトニウムを失くしてしまうという方法で

はなく、兵器級プルトニウムは近接が困難になるが物質として残ることになる。また、不完全な

処分の上、固定化の方法を開発し、地層処分を維持監視していくのにも多額な費用が必要となる。 
バイパック燃料製造技術について、ペレット燃料と比較しながらその特長を説明します。図は

バイパック燃料とペレット燃料の製造工程を対比している。 
従来の燃料製造の技術では、硝酸水溶液に溶解したプルトニウムを酸化物粉に転換し、二酸化

ウランを混ぜてMOX粉にすることが主流でした。この粉を焼き固めてペレット燃料を作る。 
一方、ロシアの方法は「乾式法」といって、高温でプルトニウムとウランを塩化物として溶融

し、酸化した後、電気分解にて析出し、電極に付いたMOXを粉砕、洗浄、乾燥することにより

MOX 顆粒を得る。大小バラつきのある顆粒であるが、これを粒径によって数種類の顆粒に分け

（分級）、これらを適当に配合させ、振動させながらピンに入れると透き間なくびっしり入り、

「バイパック燃料」という燃料棒ができます。これが、「振動充填法」です。この操作の中で、

若干の金属ウラン粒（ウランゲッター）を混ぜることにより、燃料の重金属密度を上げ、熱的な

特性を改善するとともに、燃焼が進んだ後、酸化物が分解して出てくる酸素を吸収し、被覆管の

内面からの酸化を緩和する効果がある。これにより、ペレット燃料の場合より製造ラインが単純

でコンパクトにすることができる上、工程が簡素化でき、経済的な燃料が作れる。また、この方

法は遠隔操作をやり易いので、製造時の作業員に対する放射線の影響がより少なくなるという将

来の燃料製造には欠かせない特長をもっている。 
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付録3 ロシアの関連原子力施設 
 

1991年のソ連崩壊により共和国が相次いで独立をした。それに伴って、原子力発電所や研究開

発施設はその所在する共和国に属し、各国で原子力開発体制が編成・整備されることになり、な

かでもロシア連邦は 1992 年 1 月の大統領令により、ロシア原子力省（MINATOM）を設置し、

旧ソ連の原子力発電所、研究開発施設の大半を引き継いだ。さらに、2004 年 3 月の省庁再編に

より原子力省は原子力庁（ROSATOM）となった。ロシアの解体プルトニウム関連原子力施設を

図に示す。また、日露共同研究を通じて原子力機構と関係が深い研究所の概要を以下に示す。  
 

1. 物理エネルギー研究所: Institute of Physics and Power Engineering (IPPE 又はFEI) 
モスクワの南西約 100km のオブニンスクにある。1946 年 5 月 31 日設立。原子力発電、とく

に液体金属冷却炉の開発が中心で、ソ連の高速炉研究開発の指導的立場にある。核物理、炉物理、

熱物理、水力学、構造材料腐食、液体金属冷却技術、放射化学等の研究部門を持ち、ナトリウム

冷却高速炉の他、鉛ビスマス冷却炉、小型高温アルカリ金属冷却炉の開発も行なっている。約

4,000人の研究員を擁している。主な施設として、世界最初の原子力発電所（RBMK、6000k We）、
高速実験炉 BR-10、臨界実験装置 BFS-１、BFS-2、KOBRA、熱物理実験室、宇宙原子炉トパ

ーズ試験施設、加速器研究室、核ポンプレーザ装置(BARS-6)など。A.ズロドウニコフ所長。 
 なお、本研究所と原子力機構は以下の3つの共同研究を行った。 
 BFS-2による臨界実験と炉心解析（1999年6月～2003年3月終了）  
 フルMOX炉心化に係るコスト評価（2001年9月～2002年9月終了）  
 BN600ハイブリッド炉心安全解析（2001年8月～2004年9月終了）  

 
2. 原子炉科学研究所: Research Institute of Atomic Reactors(RIAR) 
ロシア革命の指導者レーニンの生誕地であるウリヤノフスク市(モスクワの東南東約 1000km)

の約 100km 東のディミトロフグラードに位置している。1956 年に設立。高中性子束炉SM-2、
材料試験炉MIR など 5 基の試験炉の他、高速実験炉BOR-60、沸騰水型軽水炉VK-50、放射化

学研究施設を有しており、ソ連における原子炉開発の先駆的役割を果たして来ている。高速増殖

炉の燃料サイクル関係では、振動充填方式によるウランープルトニウム混合酸化物（MOX）燃料

製造および乾式再処理技術の研究開発を行なっており、燃料の製造から照射、試験データの整理

までを同じ敷地内で行なうことが出来る。燃料照射後試験用大型ホットラボは世界的にも高い技

術レベルの施設である。約5,000人がこの研究所で働いている。ビチコフ所長。 
 なお、本研究所と原子力機構は以下の2つの共同研究を行っている。 
 三体先行用試験集合体の製造・照射試験（1999年5月～2005年3月終了）  
 RIAR燃料製造施設整備（2001年7月～2008年3月）  
さらに、本研究所、㈱ペスコと原子力機構は、信頼性実証試験を行った。 
 MOXバイパック燃料集合体の製造・照射共同研究（2004年8月～2009年3月）  
 

3. 実験機械製造設計局: Experimental Machine Building Design Bureau(OKBM または

EDMB) 
OKBMは、モスクワの東約350ｋｍのニジニノブゴロド市（旧ゴーリキー市）にある。軍用プ

ルトニウム生産黒鉛炉およびウラン濃縮ガス拡散プラントの設計開発を行なう為に、1947年に政
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府命令により設立された。その後、舶用炉の設計を行い、世界最初の原子力砕氷船レーニン号を

含む８隻の原子力砕氷船及び砕氷ラッシュ船セブモルプーチ号には、OKBM 設計の舶用炉が搭

載されている。1960年代以降は、高速炉BN-350、BN-600の開発に関わった。現在はモジュー

ル型高速炉BMN-17、改良型高速炉BN-600M、大型高速炉BN-800、BN-1600 の開発も行なっ

ている。 
 1970年代には熱供給専用の安全性改良型炉AST-500を開発した。AST-500 はニジニノブゴロ

ドとボロネジに建設されたが、住民の反対により運転には至っていない。コールドおよびホット

試験用臨界試験設備、熱物理試験用ループ、流量計測設備、バルブ試験設備、シール試験設備、

水―水熱交換器用試験設備等の施設を持つ。約4,000人が働く。Ｆ．ミテンコフ所長。 
 なお、本研究所と原子力機構は以下の共同研究を行った。 
 BN600ハイブリッド炉心・燃料設計（2001年9月～2003年3月終了） 

  
4. ベロヤルスク原子力発電所（BN600） 

BN-600 は、ウラル地方のべロヤルスク原子力発電所の3 号機として（他の 2 機は黒鉛チャン

ネル炉）1966 年に着工し、1980 年 2 月 26 日に臨界、1981 年 12 月 22 日に定格電気出力の 60
万kWに到達している。同炉は、商業用プラントの基礎として建設されたタンク型高速増殖炉で

あり、現在建設計画中のBN-800の原型となっている。運転開始以来、蒸気発生器等にトラブル

を経験したが、2006年の設備利用率は71%である。炉心燃料は濃縮二酸化ウランを用い、1次・

2次冷却系ループ数は、各3、蒸気発生器は蒸発器、過熱器及び再熱器のモジュールからなり、1
ループ当たり8モジュールで構成されている。オシカノフ所長。 
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　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（第8版，2006年改訂）

　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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